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税務訴訟資料 第２６１号－２３４（順号１１８２４） 

大阪地方裁判所　平成●●年（○○）第●●号 法人税更正処分等取消請求事件（甲事件）、平成●

●年（○○）第●●号 法人税更正処分等取消請求事件（乙事件） 

国側当事者・国（犖城税務署長） 

平成２３年１２月１日棄却・控訴 

 

判 決 

（当事者の表示 別紙当事者目録記載のとおり） 

 

主 文 

１ 原告の請求をいずれも棄却する。 

２ 訴訟費用は原告の負担とする。 

 

事実及び理由 

第１ 請求 

１ 甲事件 

(1) 処分行政庁が平成１７年１０月２４日付けで原告に対してした原告の平成１３年９月１日

から平成１４年８月３１日までの事業年度の法人税の更正処分のうち所得金額－１０１０万

４１３６円、納付すべき税額－２１万８１７３円を超える部分及び過少申告加算税賦課決定を

取り消す。 

(2) 処分行政庁が平成１７年１０月２４日付けで原告に対してした原告の平成１４年９月１日

から平成１５年８月３１日までの事業年度の法人税の更正処分のうち所得金額６４万６５６

９円、納付すべき税額１１万５１００円を超える部分及び過少申告加算税賦課決定を取り消す。 

(3) 処分行政庁が平成１７年１０月２４日付けで原告に対してした原告の平成１５年９月１日

から平成１６年８月３１日までの事業年度の法人税の更正処分のうち所得金額－５０９９万

７１１９円、納付すべき税額－２万４９６５円を超える部分及び過少申告加算税賦課決定を取

り消す。 

２ 乙事件 

(1) 処分行政庁が平成２０年９月１９日付けで原告に対してした原告の平成１６年９月１日か

ら平成１７年８月３１日までの事業年度の法人税の更正処分のうち所得金額－５４０７万９

５７４円、納付すべき税額－３万５９９５円を超える部分及び過少申告加算税賦課決定を取り

消す。 

(2) 処分行政庁が平成２０年９月１９日付けで原告に対してした原告の平成１７年９月１日か

ら平成１８年８月３１日までの事業年度の法人税の更正処分のうち所得金額－５４３３万１

９６２円、納付すべき税額－４万６２３５円を超える部分及び過少申告加算税賦課決定を取り

消す。 

(3) 処分行政庁が平成２０年９月１９日付けで原告に対してした原告の平成１８年９月１日か

ら平成１９年８月３１日までの事業年度の法人税の更正処分のうち所得金額０円、納付すべき

税額－８万０２８７円を超える部分及び過少申告加算税賦課決定を取り消す。 
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第２ 事案の概要 

１ 本件は、原告が、処分行政庁から、中華人民共和国（以下「中国」という。）香港特別行政区

（以下「香港」という。）に本店がある原告の特定外国子会社等の主たる事業は製造業であり、

これを本店の所在する地域で行っているとは認められないから、租税特別措置法６６条の６第４

項（平成１７年法律第２１号による改正前は租税特別措置法６６条の６第３項）の適用除外要件

に該当しないとして、特定外国子会社等の課税対象留保金額を原告の益金に算入するなどとして

された平成１３年９月１日から平成１４年８月３１日までの事業年度（以下「平成１４年８月期」

という。他の事業年度もこの例による。）ないし平成１９年８月期（これらを併せて、以下「本

件各事業年度」という。）の法人税の更正処分のうち申告額を超える部分及び過少申告加算税賦

課決定の各取消しを求めている事案である。 

２ 関係法令の定め 

 特に断りのない限り、租税特別措置法及び租税特別措置法施行令について別紙略語一覧表に定

める略語を用いる。 

(1) 措置法６６条の６の概要 

 措置法６６条の６は、法人の所得等に対する租税の負担がないか又は極端に低い国若しくは

地域（タックス・ヘイブン）にある子会社等を利用して、我が国での税負担を不当に軽減する

ことを規制する一方で、タックス・ヘイブンにおける子会社等の設立ないし活動について十分

な経済的合理性がある場合にはかかる規制を及ぼさないことを目的として定められた条文で

ある。すなわち、タックス・ヘイブンにある子会社等の留保金額のうち親会社の持分等に応じ

た部分を、法人税の計算上、原則として益金に算入することとし（後掲(2)）、一定の要件を満

たす場合には経済的合理性があるものとして、かかる益金算入の規定の適用が除外される（後

掲(3)）というものである。なお、子会社等の平成１７年４月１日以後に終了した事業年度に

ついては、適用除外要件の一部を満たしていないにとどまる場合には、子会社等の人件費の１

０％に相当する金額を控除した上で、益金算入額を算出することとされた（後掲(4)）。 

(2) タックス・ヘイブン対策税制 

ア 外国関係会社 

 外国関係会社とは、その５０％を超える発行済株式等を我が国の居住者や内国法人等が直

接又は間接に保有している外国法人をいう（措置法６６条の６第２項１号）。 

イ 特定外国子会社等 

 措置法６６条の６第１項にいう特定外国子会社等とは、内国法人が直接又は間接に外国関

係会社の５％以上の株式等を有し、かつ、①法人の所得に対して課される税が存在しない国

又は地域に本店又は主たる事務所を有する外国関係会社、又は、②その各事業年度の所得に

対して課される租税の額が当該所得の金額の２５％以下である（措置法施行令３９条の１４

第１項）という要件を満たす外国関係会社である。 

ウ 留保金額の益金算入 

 措置法６６条の６第１項は、特定外国子会社等が、昭和５３年４月１日以後に開始する各

事業年度において、その未処分所得の金額（同条２項２号に規定する「未処分所得の金額」

をいう。以下同じ。）から留保したものとして、政令で定めるところにより、当該未処分所

得の金額につき当該未処分所得の金額に係る税額及び利益等の配当又は剰余金の分配の額

に関する調整を加えた金額（以下「適用対象留保金額」という。）を有する場合には、その
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適用対象留保金額のうち、内国法人の有する当該特定外国子会社等の直接及び間接保有の株

式等の数に対応するものとして政令で定めるところにより計算した金額（以下「課税対象留

保金額」という。）に相当する金額は、当該内国法人の収益の額とみなして当該特定外国子

会社等の各事業年度の終了の日の翌日から２月を経過する日を含む当該内国法人の各事業

年度の所得の金額の計算上、益金の額に算入する旨規定している（以下、同条１項に基づく

税制を「タックス・ヘイブン対策税制」という。）。 

(3) 適用除外 

ア 措置法６６条の６第４項は、特定外国子会社等が、次の(ア)ないし(エ)に掲げる要件（以

下「適用除外要件」という。）のすべてを満たしている場合には、当該特定外国子会社等の

その該当する事業年度に係る適用対象留保金額については、同条１項の規定は適用しない旨

規定している。 

(ア) その事業が、株式若しくは債券の保有、工業所有権等若しくは著作権等の提供又は船

舶若しくは航空機の貸付けを主たるものとしていないこと（以下「事業基準」という。） 

(イ) その本店又は主たる事務所の所在する国又は地域（以下「本店所在地国」という。）

において、その主たる事業を行うに必要と認められる事務所、店舗、工場その他の固定施

設を有すること（以下「実体基準」という。） 

(ウ) 本店所在地国において、その事業の管理、支配及び運営を自ら行っていること（以下

「管理支配基準」という。） 

(エ) その行う主たる事業の種類に応じて以下のａ又はｂに該当すること 

ａ 当該特定外国子会社等の行う主たる事業が卸売業、銀行業、信託業、証券業、保険業、

水運業又は航空運送業に該当する場合には、その事業を主として当該特定外国子会社等

に係る同法４０条の４第１項各号に掲げる居住者、当該特定外国子会社等に係る同法６

６条の６第１項各号に掲げる内国法人、当該特定外国子会社等に係る同法６８条の３の

７第１項各号に掲げる特定信託の受託者である法人、当該特定外国子会社等に係る同法

６８条の９０第１項各号に掲げる連結法人その他これらの者に準ずる者として政令で

定めるもの（以下「関連者」という。）以外の者との間で行っている場合として政令（措

置法施行令３９条の１７第２項）で定める場合に該当すること（以下「非関連者基準」

という。）（措置法６６条の６第４項１号） 

ｂ 当該特定外国子会社等の行う主たる事業が製造業その他の上記ａに掲げる事業以外

の事業に該当する場合には、その事業を主として本店所在地国において行っている場合

として政令（措置法施行令３９条の１７第５項）で定める場合に該当すること（以下「所

在地国基準」という。）（措置法６６条の６第４項２号） 

イ 措置法施行令３９条の１７第２項１号は、措置法６６条の６第４項１号に規定する「政令

で定める場合」は、同項に規定する特定外国子会社等の各事業年度において行う主たる事業

が卸売業に該当するときは、当該各事業年度の棚卸資産の販売に係る収入金額（以下「販売

取扱金額」という。）の合計額のうちに関連者以外の者との間の取引に係る販売取扱金額の

合計額の占める割合が５０％を超える場合又は当該各事業年度において取得した棚卸資産

の取得価額（以下「仕入取扱金額」という。）の合計額のうちに関連者以外の者との間の取

引に係る仕入取扱金額の合計額の占める割合が５０％を超える場合とする旨規定している。 

ウ 措置法施行令３９条の１７第５項３号は、措置法６６条の６第４項２号に規定する「政令
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で定める場合」は、同項に規定する特定外国子会社等の各事業年度において行う主たる事業

が上記ア(エ)ｂに掲げる事業のうち不動産業・物品賃貸業以外の事業（製造業を含む。）に

該当するときは、主として本店所在地国において行っている場合とする旨規定している。 

(4) 人件費１０％相当額の控除 

 特定外国子会社等の平成１７年４月１日以後に終了した事業年度において、(3)の適用除外

に該当しない場合であっても、事業基準、実体基準及び管理支配基準を満たすときには、適用

対象留保金額の計算の際に特定外国子会社等の人件費の１０％に相当する金額を控除する（措

置法６６条の６第３項、平成１７年法律第２１号附則３７条）。 

３ 前提事実（当事者間に争いのない事実のほか、各項掲記の証拠等により認定することができる

事実。なお、書証番号には特に断らない限り枝番号を含む。以下同じ。） 

(1) 当事者等 

 原告は、電子機器及び家電製品に使用する各種ワイヤーハーネスの製造販売を業とする、本

店が日本国内にある株式会社であり、処分行政庁から法人税の青色申告の承認を受けている。

原告の事業年度は毎年９月１日から翌年８月３１日までである。 

 原告は、本件各事業年度において、香港に本店が所在するＡ（中国語表記・Ａ。以下「Ａ」

という。）の発行済み株式の１００％を保有していた。Ａの事業年度は毎年６月１日から翌年

５月３１日までである（乙２５）。 

 Ａは、本件各事業年度において、香港に本店が所在するＢ（中国語表記・Ｂ。以下「Ｂ」と

いう。）の発行済み株式の４５％を保有していた。Ｂの事業年度は毎年１月１日から同年１２

月３１日までである（乙２３）。 

 処分行政庁は、原告本店所在地を管轄する税務署の長であり、被告に所属する行政庁である。 

(2) Ａ等の特定外国子会社該当性等 

 Ｂの発行済み株式の残り５５％は、本件各事業年度において、他の内国法人であるＣ株式会

社の１００％子会社であるＤ（遅くとも平成１７年３月３１日までには、Ｅに商号変更（乙４

６、弁論の全趣旨））が直接保有していた。 

 したがって、原告は措置法６６条の６第１項１号に掲げる内国法人に該当し、Ａ及びＢ（以

下「Ａ等」という。）は同条２項１号にいう外国関係会社に該当する。 

 そして、Ａ等に対し、原告の各事業年度に対応する所得に対して課される租税の額の当該所

得の金額に対する割合は、いずれも２５％以下であるから、Ａ等は特定外国子会社等に該当す

る。 

 なお、Ａ等は、いずれも、香港に事業所を有し、株式若しくは債券の保有、工業所有権等若

しくは著作権の提供又は船舶若しくは航空機の貸付けを主たる事業とするもの以外のもので

あり、その本店の所在する地域（香港）において事業を行うのに必要な固定施設を有し、かつ、

その事業の管理、支配及び運営を自ら行っているものであるから、措置法６６条の６第４項に

いう事業基準、実体基準及び管理支配基準をいずれも満たしている。 

(3) 本件各協議書の作成等 

ア Ｈ工場 

(ア) Ａは、中国広東省所在のＦ及びＧ（以下「Ｇ」という。）との間で、Ｈ（以下「Ｈ工

場」という。）に関し、１９９３年（平成５年）１２月２３日付けで、有効期限をその発

効の日から５年とする「協議書（●●（●）第●●号）」（乙６の１。以下「Ｈ平成５年第
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１協議書」という。）を取り交わし、次いで、Ｇとの間で、２００３年（平成１５年）７

月１８日付けで、従前の協議書の有効期限を５年延長して２００８年（平成２０年）１２

月２３日までとするとともに、その記載内容を一部修正・補充することなどを内容とする

「来料加工期間延長協議書（●●（●）第●●号之●）」（乙６の２。以下「Ｈ平成１５年

第１協議書」といい、Ｈ平成５年第１協議書と併せて「Ｈ各第１協議書」という。）を取

り交わした。なお、Ｈ平成１５年第１協議書を取り交わす際には、Ｈ平成５年第１協議書

の当事者であったＦの地位が「商務代理」に変更されており、協議書の当事者とはなって

いない。 

(イ) Ａは、東莞市Ｋ人民政府との間で、Ｈ工場に関し、１９９３年（平成５年）１２月２

１日付けで「租用廠房合同書（工場建物賃貸契約書）」（乙８の１。以下「Ｈ平成５年第２

協議書」という。）を取り交わした。また、Ａは、Ｇとの間で、Ｈ工場に関し、２００３

年（平成１５年）６月３日付けで、Ｈ平成５年第２協議書の記載内容を一部変更するとと

もに、同協議書の有効期間を２００８年（平成２０年）６月３０日まで延長することなど

を内容とする「租用廠房協議書（工場建物賃貸協議書）」（乙８の２。以下「Ｈ平成１５年

第２協議書」といい、Ｈ平成５年第２協議書と併せて「Ｈ各第２協議書」という。また、

Ｈ各第１協議書及びＨ各第２協議書を併せて「Ｈ各協議書」という。）を取り交わした。 

イ Ｉ工場 

(ア) Ｄは、Ｊ（以下「Ｊ」といい、Ｆ、Ｇ及びＪを併せて「本件各公司」という。）との

間で、Ｉ（以下「Ｉ工場」といい、Ｈ工場と併せて「本件各工場」という。）に関し、１

９９５年（平成７年）１２月８日付け「協議書（●●（●）第●●号）」（乙９の１。以下

「Ｉ平成７年第１協議書」という。）を取り交わした。その後、Ｂは、Ｉ工場名義の相手

方との間で、２００３年（平成１５年）１月２３日付けで「補充協議書（●●（●）第●

●号の●）」（乙９の２。以下「Ｉ平成１５年第１協議書」といい、Ｉ平成７年第１協議書

と併せて「Ｉ各第１協議書」という。）を取り交わしたが、Ｉ平成７年第１協議書におけ

るＤの商号等をＢの商号等に変更する旨が記載されている。 

(イ) Ｂは、Ｊとの間で、Ｉ工場に関し、１９９６年（平成８年）３月１３日付けで「協議

書（●●（●）●●号）」（乙１０の１。以下「Ｉ平成８年第２協議書」という。）を取り

交わし、さらに、２０００年（平成１２年）６月１９日付けで「補充協議（●●（●）●

●号）」（乙１０の２。以下「Ｉ平成１２年第２協議書」という。）を、２００１年（平成

１３年）５月３１日付けで「補充協議書（●●（●）●●号）」（乙１０の３。以下「Ｉ平

成１３年第２協議書」といい、Ｉ平成８年第２協議書及びＩ平成１２年第２協議書と併せ

て「Ｉ各第２協議書」という。また、Ｉ各第１協議書及びＩ各第２協議書を併せて「Ｉ各

協議書」といい、Ｈ各協議書とＩ各協議書を併せて「本件各協議書」という。）を取り交

わした。 

ウ 本件各公司との間で取り交わした本件各協議書に基づき、本件各工場においてはワイヤー

ハーネス、ビデオシャーシ等の各種部品の製造が行われた。本件各工場において製造された

製品は全て、香港に搬送された上で、Ａ等が自己の名称で販売していた。 

エ なお、Ｇ及びＪは、いずれも中国の法令に基づいて設立された法人であり、原告、Ｃ株式

会社及びこれらの関連者との資本関係はない（乙４６、弁論の全趣旨）。 

(4) 原告の確定申告等 
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 原告は、本件各事業年度の法人税について、それぞれ法定納期限内に、別表１ないし６の確

定申告欄記載のとおり確定申告書を提出した。 

 なお、原告は、平成２０年６月２５日、平成１９年８月期の法人税について、翌期へ繰り越

す欠損金額を９４３５万９６６５円から９２９５万０７９０円と減少させる修正申告書を提

出した（弁論の全趣旨）。 

(5) 更正処分等 

 処分行政庁は、平成１７年１０月２４日付けで原告の平成１４年８月期ないし平成１６年８

月期の法人税について、それぞれ別表１ないし３のとおり各更正処分（以下、平成１４年８月

期の法人税についての更正処分を「平成１４年８月期更正処分」といい、他の事業年度につい

てもこの例による。）及び各過少申告加算税賦課決定処分（以下、平成１４年８月期の法人税

過少申告加算税賦課決定処分を「平成１４年８月期賦課決定処分」といい、他の事業年度につ

いてもこの例による。また、別表１ないし３記載の各更正処分及び各過少申告加算税賦課決定

処分を併せて「本件第１次各更正処分等」という。）を行い、その旨を原告に通知した。 

 また、処分行政庁は、平成２０年９月１９日付けで原告の平成１７年８月期ないし平成１９

年８月期の法人税について、それぞれ別表４ないし６のとおり各更正処分及び過少申告加算税

賦課決定処分（これらを併せて、以下「本件第２次各更正処分等」という。）を行い、その旨

を原告に通知した（なお、平成１４年８月期更正処分ないし平成１９年８月期更正処分を併せ

て「本件各更正処分」と、平成１４年８月期賦課決定処分ないし平成１９年８月期賦課決定処

分を併せて「本件各賦課決定処分」とそれぞれいい、これらを併せて「本件各更正処分等」と

いう。）。 

(6) 不服申立手続及び取消訴訟の提起 

ア 本件第１次各更正処分等関係 

 原告は、平成１７年１２月２２日、本件第１次各更正処分等を不服として、処分行政庁に

対し異議申立てをしたところ、処分行政庁は、平成１８年８月２４日、原告の異議申立てを

いずれも棄却した。これを受けて原告は、同年９月２２日、国税不服審判所長に対し審査請

求をしたところ、国税不服審判所長は平成２０年６月２６日、原告の審査請求をいずれも棄

却する旨の裁決をし、同年７月３日、その旨を原告に通知した。そこで、原告は、同年１２

月１５日、大阪地方裁判所に対し、本件第１次更正処分等の取消しを求める甲事件を提起し

た。 

イ 本件第２次各更正処分等関係 

 原告は、平成２０年９月２６日、本件第２次各更正処分等を不服として、国税不服審判所

長に対し審査請求をしたところ、審査請求から３か月が経過した後も裁決がされなかったこ

とを理由として、平成２１年１月２２日、大阪地方裁判所に対し、本件第２次更正処分等の

取消しを求める乙事件を提起した。なお、国税不服審判所長は、同年７月３０日、原告の審

査請求をいずれも棄却する旨の裁決をし、同年８月７日、その旨を原告に通知した。 

４ 争点の所在 

 原告の特定外国子会社等であるＡ等の課税対象留保金額を原告の益金に算入した本件各更正

処分等が適法か、すなわち、Ａ等が措置法６６条の６第４項の適用除外要件を具備しないといえ

るかが争点となる。適用除外要件は主たる事業の種類によって異なるため、以下の各点が具体的

な争点となる。 
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(1) 主たる事業の判断方法 

(2) Ａの主たる事業は何か。 

(3) Ｂの主たる事業は何か。 

(4) Ａ等の主たる事業が製造業である場合に、所在地国基準を満たすか。 

第３ 当事者の主張 

１ 争点(1)（主たる事業の判断方法）について 

（被告の主張） 

(1) 判断の順序 

 原告は、まずは措置法６６条の６第４項の１号該当性についての判断を先行させるべきだと

主張するが、措置法は、「主たる事業」の判定について、条文の記載順序のとおりに判断する

ことは要求していないし、Ａの主たる事業が製造業に該当する以上、卸売業に該当しないこと

は明らかであるから、２号該当性を先に検討しても何ら問題はない。 

(2) 全体的考察 

ア 措置法６６条の６第４項に規定する「事業」とは、企業が行っている個々の事業活動の総

体を意味するものであることに照らすと、「主たる事業」という要件は、企業が総体として

行っている主たる活動が何かを問題とする要件である。したがって、Ａ等が行っていた活動

の全体をみた上でこれらの「主たる事業」を判断する必要があることは原告主張のとおりで

ある。 

イ 原告は、被告が、本件各工場における事業主体が誰かを問題としていることをとらえて、

特定の事業所のみを切り離しており全体をみていないと論難するが、被告が事業所である本

件各工場における事業主体性を問題としているのは、Ａ等が行っている個々の事業活動の内

容を把握するためである。その上で、被告は、Ａ等が原材料を仕入れて本件各工場に送り、

そこで製造加工して新製品にして香港で卸売りするという一連の活動の全体をみて、Ａ等は

製造業を営んでいると主張しているのである。 

(3) 本件各工場における事業主体の判断基準 

ア 本件各工場における事業主体が誰であるかの判断が必要なことは上記(2)のとおりである

が、この判断は、当該事業が誰の計算と危険の下で行われているかという基準で行うべきで

あり、その判断に当たっては、当該事業の遂行に際して行われる法律行為の名義や法形式の

みならず、①その具体的な権利義務の内容、②人事・組織や事業計画の管理状況、③物的設

備等に係る資本投下の状況、④財務・会計の管理状況や損益の帰属状況、⑤関係者の認識等

を総合考慮し、経営主体としての実体を有する者は誰であるかを社会通念に従って判断すべ

きである。 

イ Ａ等が自ら製造を行っているか否かの判断は、Ａ等が、中国側企業との間でいかなる契約

書面を作成しているかのみならず、本件各工場においていかなる経済活動を行っているかと

いう実態に基づき、各契約書等の内容に照らして合理的に判断すべきであって、当事者の合

意により作成された契約書等が、原告が強行法規であると主張する中国法に照らして有効で

あるか否かは、経営主体の実体そのものを決定づけるものではない。 

(4) 製造業の意義 

 製造業に該当するか否かは日本標準産業分類（ただし、平成１９年１１月改定前のもの。以

下同じ。）に従って判断すべきであり、主たる事業が「有機又は無機の物質に物理的、化学的
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変化を加えて新製品を製造し、これを卸売する」事業であれば製造業に該当する。そして、自

己の計算と危険に基づき、①製造活動のための必要な経済的資源を投下し、②これによって得

た利益を自己の利益として計上していることは製造業の最大の特徴であり、こうした特徴を具

備している事業者は、製造業を営んでいるということができる。また、このような活動を行っ

ているのであれば、当該製造活動はもちろん、そのための仕入れや製造した新製品の卸売活動

もまた製造業としての活動となる。 

(5) 卸売業について（原告の主張に対する反論） 

ア 原告は、「製造卸」が卸売業に該当するとの前提に立つが、日本標準産業分類では、「製造

卸という言葉が一般に使用されているが、これは製造業者の卸売をいうのである」とされて

おり、製造卸は製造業に分類されている。 

イ 卸売業は、商品を購買して販売する事業であるから、製造業と卸売業では、ともに物品の

販売を行う点においては共通するものの、製造活動を行っているかどうかという点では本質

的に異なっている。したがって、製造業者が卸売を行うことは想定されたものであって、卸

売的要素を多く含む製造業者であっても製造と評価できるだけの活動をしている以上は製

造業にほかならない。 

ウ 卸売業についての原告の定義は、Ａの事業活動が必然的に国際的であるから同社を卸売業

にすべきであるという結論を先取りしたものであり、不当である。 

（原告の主張） 

(1) 判断の順序 

 措置法６６条の６第４項は、その１号で「卸売業」以下７業種を定めているが、２号では特

定の業種を挙げず、単に「１号の事業以外の事業」として補完的な定め方をしている。このよ

うな業種の定め方に照らすと、まずは法人の事業が同項１号に該当するか否かを判断すべきで

あり、このような判断を経ることなくいきなり２号該当性を判断するのは不適切である。 

(2) 全体的考察 

 法人の行う「主たる事業」が何であるかを判断するに当たっては、当該法人の行っている事

業全体を観察する必要があり、その一部のみを強調するのは適切でない。 

 この点、昭和５０年２月１４日付け直法２－２租税特別措置法関係通達（法人税編）６６の

６－１７（平成１４年８月期ないし平成１７年８月期につき平成１７年課法２－１４による改

正前の６６の６－１４。平成１８年８月期及び平成１９年８月期につき平成２２年課法２－７

による改正前のもの。以下「措置法通達６６の６－１７」という。）は、措置法６６条の６第

４項１号の事業に該当するかどうかの判定について、原則として日本標準産業分類の分類を基

準とすると定めているが、日本標準産業分類は、事業所ごとの産業分類の基準を示すものにす

ぎず、一法人の産業分類の基準を示すものではないから、ある法人の主たる事業が何か、すな

わち、当該法人が全体としてどのような事業を行っているかを判断するに当たって直接適用す

ることはできない。措置法６６条の６第４項における業種判定のために日本標準産業分類を用

いるに際しては、特定の事業所における業種の内容を個別に特定し、それらを比較して主たる

事業を決定するのは適切でなく、法人全体での事業に着目して、これを日本標準産業分類にお

ける分類にあてはめていくべきである。 

(3) 「卸売業」の意義 

ア 「卸売業」を定義するに当たっては、以下の事情を考慮する必要がある。 
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(ア) 日本標準産業分類は、「材料、部品等を調達してこれを製造業者に供給して組立加工

を依頼し、組立加工された製品を販売するような業務を行う者」（いわゆる製造問屋）も

卸売業としている。 

 また、基本流通用語事典によると、商品を仕入れ、販売するのみではなく製品の生産を

行う問屋である「製造卸」も卸売業の一つとされている。 

 同事典では、日本の典型的な卸売業の一つである問屋について、産地の生産者に対して

原材料や情報を提供したり、金融的な援助をしたり、ときには技術・生産指導をした上で

製品を買い取り、中央の集散地問屋や消費者問屋に販売する大卸ないし元卸の機能を遂行

するものも問屋に当たると説明している。問屋、製造問屋や製造卸のような業種が日本で

卸売業として認識され、分類されてきたことに鑑みれば、製造への関与がある場合や製造

の要素を含むからといって直ちに卸売業（製造問屋）に該当しないと判断すべきではない。 

(イ) タックス・ヘイブン対策税制の立法趣旨は、租税回避の防止という点にある。なお、

ここでいう租税回避とは、私法上の選択可能性を利用し、私的経済取引プロパーの見地か

らは合理的理由がないのに、通常用いられないような異常、不自然な法形式を選択するこ

とによって、結果的には意図した経済目的ないし経済成果を実現しながら、通常用いられ

る法形式に対応する課税要件を免れ、よって税負担を減少させあるいは排除することをい

う。そうだとすれば、経済的合理性に従って国外に進出し正常な事業活動を行っている法

人の所得につき、これをタックス・ヘイブン対策税制の適用対象とすることは、措置法の

趣旨に反する。 

(ウ) 措置法６６条の６第４項１号が非関連者基準を採用したのは、卸売業等は、その事業

活動の範囲が必然的に国際的にならざるを得ないため、地場経済との密着性を重視する所

在地国基準によってその事業活動の経済的合理性を判断することができないからである。

そうだとすると、１号業種であるかどうかを判断するに当たっては、その事業活動の範囲

が必然的に国際的にならざるを得ないかどうかという観点を無視することはできない。 

イ 以上の点を考慮すると、１号所定の「卸売業」とは、グローバルな需給格差や情報格差を

生かし、大量のモノの調達・販売を行う業をいい、それに付随して情報収集・分析、物流、

取引集中などの諸機能を果たすものをいうと解するのが相当である。 

 そして、仮に製造活動に一定の関与をしている場合でも、そのことから直ちに卸売業に該

当しないと判断するのは相当でなく、国境をまたいで製造活動に関与することが合理的か否

かという観点から業種判定を行うべきである。 

(4) 本件各工場における事業主体の判断基準 

 被告は、中国広東省所在の工場に対するＡ等の関与を強調し、Ａ等は本件各工場で製造活動

を行っていると結論づけている。しかし、被告の判断方法は、全体的考察を欠く点でそれ自体

として妥当でないばかりか、本件各工場におけるＡ等の関与についても、私法上の法律関係を

無視しており、不当である。 

 工場において製造活動を行っているのが誰であるかは、当事者間の私法上の法律関係を見極

めた上で判断すべきである。本件において、当事者が選択した法形式は委託加工である。Ａ等

と本件各公司は、中国法に従った委託加工取引を行うという意思を有しており、中国企業にて

組立加工を行うという契約関係を合意により形成している。なお、この場合においては、強行

法規の存在を無視することはできず、契約当事者は、強行法規に従った法律関係を形成する意
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思の下に契約を締結したと解するのが相当である。これらの契約に基づく来料加工の実態が中

国法に照らして適法だからこそ、中国政府も免税での部品と製品の輸出入を認めている。被告

の主張する、外資企業（Ａ等）が中国国内で製造活動を行うとか、工員の派遣を受けるという

解釈は、中国の強行法規に明らかに反する事実を認定することになる。 

 被告は、当事者の合意により作成された契約書等が強行法規である中国法に照らして有効で

あるか否かは、経営主体の実体そのものを決定づけるものではない、として、原告の主張が契

約の有効性のみを問題としているようにとらえているようであるが、それは誤りである。原告

は、当事者があえて中国法に違反し無効な取引関係を選択する（その結果として、当事者は中

国政府から処罰を受けるほか、免税取引ができなくなる等のリスクを負うことになる。）とい

う特段の事情がない限り、その意図する法律関係はその地の法令に従った内容になるはずであ

るという事実認定上の経験則を主張しているのである。 

２ 争点(2)（Ａの主たる事業は何か。）について 

（被告の主張） 

(1) ＡがＨ工場で製造活動を行っていること 

ア 権利義務の内容 

 以下の事情からすると、Ａは、Ｈ工場において製造活動を行う権利義務があったといえる。 

(ア) 経営管理の受託 

 Ｈ平成５年第２協議書では、①Ｋ人民政府が工場及び付属施設をＡに賃貸し、投資・工

場運営させること、②Ａが来料加工企業を創設経営することが定められ、Ｈ平成１５年第

２協議書では、①Ｇは、Ａの経営自主権を保証しなければならず、Ａの正常な経営行為に

干渉してはならないこと、②Ａは遵法経営を徹底しなければならず、違法行為があった場

合、Ａが一切の責任を負うことが定められている。 

 この点、原告は、Ｈ各第２協議書につき、その法的効果を否定するような主張をしてい

るが、法的な効力を有しない契約書をあえて作成するのは不自然である。協議書に上記合

意が定められている以上、当事者の合意によって有効に成立していると解するのが自然で

あるし、仮に中央省庁の行政許認可がないとしても、そのことから直ちに協議書で明確に

定められた経営管理及び工場建物に係る契約条項の効力が否定されることはないはずで

ある。 

(イ) 必要経費の負担 

ａ Ｈ各第２協議書の定めによると、Ａは、Ｈ工場を賃借することで製造活動に必要な施

設の利用権を取得し、一方でそのための費用を負担している。 

ｂ Ｈ各第２協議書の定めによると、Ａは、営業許可証の手続費用を負担し、工場エリア

内の電力供給、水道、通信施設の設置等を行い、東莞市が徴収する社会保険費等の一切

の公租の納付を行うこととされている。 

(ウ) このように、Ａは、工場経営に関して全面的かつ排他的な権限を有し、経営に必要な

費用を負担することとされていたのであり、自己の危険と計算の下にＨ工場の経営を行う

という取決めがあったといえる。 

イ 人事・組織面からの製造行為の統括 

(ア) 人事権の存在 

 明文の合意はないが、Ａの自主経営権が保証されていたこと、Ｈ工場の人件費はＡが負
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担していたと認められることからすれば、Ａは工員等の人事権を有していたといえる。 

(イ) 社員の配置 

 実際に、Ａは、Ｈ工場に技術顧問や財務顧問を派遣していた（乙１３）。 

ウ 事業計画面からの製造行為の統括 

(ア) 技術指導 

 Ｈ平成５年第１協議書では、Ａが技術人員を工場に派遣することが定められており、実

際に技術指導員が派遣されていた（乙１３）。 

(イ) 不良品に係る損失負担 

 Ｈ平成５年第１協議書の定めや課税庁に対する原告の回答（乙１２）によれば、Ａは、

不良品の発生事由の如何を問わずに不良品を含めた全量を買い取る必要があることから、

不良品を原因とする損失を負担していたことが認められ、製造に伴う危険を負担していた

といえる。 

エ 物的側面からの製造活動の管理 

(ア) 生産設備の所有 

 Ａは、Ｈ工場における生産設備を所有して、製造の用に供していた。すなわち、物的側

面からＨ工場における製造活動を管理していたといえる。 

(イ) 製造原価への算入 

 Ａは、自らの費用でＨ工場に生産加工用の機械設備等を設置した上、これを自己の固定

資産に計上し、減価償却を行って、その償却費を工場経費として製造原価に算入していた。

Ａにおいて製造原価を計上していること自体、製造業を営んでいることの表れである。 

オ 財務・会計面からの評価 

(ア) 製造原価の把握 

 Ａは、Ｈ工場における製造に要した費用を個々の費目ごとに把握しており、このことは、

ＡがＨ工場の会計を管理していたことを推認させる。 

(イ) 経営管理口座 

 Ｈ工場の経営に必要な資金は、ＡがＧに支払った金員の中から、Ｇが受け取る金員を差

し引かれ、Ａが管理する経営管理口座へ送金されており、しかも当該口座の残高はＡの預

金勘定に計上されている。これは、ＡがＨ工場の財務管理を行っていただけではなく運転

資金の帰属主体であったことを意味している。 

カ 関係者の認識 

(ア) Ａの自認 

 Ａは、香港の税務当局に対し、自身がＨ工場において製品を製造しており、Ｈ工場はＡ

によって事実上管理支配されていることを積極的に主張している。 

(イ) 監査済決算書及び報告書の記載 

 Ａの監査済決算書及び報告書（乙２７）には、同社の主な事業活動として「ワイヤーハ

ーネスの製造及び販売を営んでいる」旨が記載されている。 

(ウ) 原告の自認 

 原告は、平成１６年８月期の確定申告書の別表第十七(三)「国外関連者に関する明細書」

（乙４５）において、Ａの主たる事業を「電気部品製造」と記載しており、Ａが製造業で

あることを自認していた。 



12 

(2) 「主たる事業」が製造業であること 

 Ａの収入金額のすべてはＨ工場で製造した製品の売上高である。そうだとすれば、Ａが他の

事業を営んでいたとは認められず、Ａの主たる事業は製造業であるといえる。 

(3) 卸売業に該当しないこと（原告の主張に対する反論） 

ア Ａが香港で行っている原材料等の調達及び新製品の卸売は、製造業者が行う当然の行為に

すぎないのであるから、全体としてみれば、Ａが行っている事業は製造業であるといえる。 

イ 原告は、Ｈ各第１協議書に定められた特定の条項のみをもって、Ａが工場における製造活

動において果たしている事業主体としての役割を否定しようとしているが、Ａの行っている

事業実態及び当事者の合意によって有効に成立している契約関係（乙６の１、６の２、８の

１、８の２）から判断すると、Ａは自ら製造を行っていると評価できるから、自ら製造をし

ない製造問屋には該当しない。 

ウ 原告が主張するＡによる「外注管理」の一環としての技術顧問及び財務顧問の派遣は、Ａ

が製造業を営んでいることを示すものであり、Ａの業種が製造業であることを否定する根拠

とはなり得ない。 

（原告の主張） 

(1) 卸売業該当性 

 Ａの事業活動は以下のようなものである。これを全体として観察すると、グローバルな需給

格差や情報格差を生かし、大量のモノの調達・販売を行うものといえ、取引の相手方を国際的

に広く求める関係上、事業活動の範囲は必然的に国際的になる。このような実態に照らせば、

Ａの行っている事業は卸売業に分類される。 

① 部品・原材料の調達と製品の販売 

② 部品・原材料及び製品の物流管理 

③ 情報収集・分析 

④ 部品代金・製造販売代金及び加工費等の集中的決済 

⑤ 委託先の外注管理 

(2) ＡはＨ工場において製造活動を行っていないこと 

ア ＡとＧとの間の私法上の法律関係からすると、Ｈ工場において製造活動を営んでいるのは

Ｇであり、Ａではない。両者間の具体的な法律関係は、以下のとおりである。 

(ア) ＡはＧに対し、組立加工を委託し、Ｇが工場において組立加工業務を行い、その対価

としてＡが加工料を支払う。 

(イ) Ａは、Ｇに対し、Ｈ工場の生産設備を無償で提供し、その使用方法について技術指導

を行う。これに対し、Ｇは、工場、電力、労働力を提供し、Ａのために加工生産を行う。 

 工場長はＧが雇用し、工場内のすべての従業員の採用、雇用、人事は工場長が代表する

Ｇによって行われる。 

(ウ) 原材料等はＡがＨ工場に供給し、Ａは完成品をすべて引き取る。Ｇは、出荷時期を遵

守し、規定の時間に規定の製品を規定数量どおり出荷する義務を負う。 

(エ) Ａは、Ｈ工場への設備の搬入後、速やかに技術人員を派遣し、技術指導を行う。 

(オ) 加工料については、受託製造活動に必要な経費、工場建物及び付属設備の使用料相当

額、政府手数料その他製造活動のための必要経費、Ｇの経費及び利益を積算して加工料に

反映する方式が採用されている。すなわち、Ｈ平成５年第１協議書に規定される対価の支
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払義務についての基本的な合意（同協議書１条２段）を基礎に、①同協議書と一体となる

個別契約に従い、加工賃単価に出荷台数を乗じて計算される従量請求額（ここからＧが一

定割合で利益を取得する。）、②建物使用料等の名目で請求される固定請求額及び③追加請

求額を合算したものが加工料の総額であり、ＧからＡに対して請求され、ＡはＧが指定す

る銀行口座に送金して支払う。これは、中国の強行法規に従ったものである。 

イ 結局のところ、Ｈ工場におけるＡの役割は外注管理にすぎず、Ａ自身が製造活動を行って

いるとは認められない。 

 少なくとも製造業を自ら行うというからには、実際に組立作業を行う工員との間に雇用関

係ないし人事権が必要と考えられるところ、ＡがＨ工場で工員を雇用しているという事実は

なく、また工員との間で人事権を有するという関係も一切ない。一方、Ｇはこれら工員を自

ら雇用して製造活動を行っている。 

 そして、上記(1)及び(2)アに記載されたＡの活動（製品を受注し、Ｇ（委託加工先・下請）

に加工を委託し、必要な原材料や設備を委託加工先のために調達し、また委託加工先に技術

指導を行い、委託加工先に加工賃を支払う。）は、「自己の所有に属する原材料などを下請工

場に支給して製品を作らせ、これを自己の名称で卸売りするもの」であり、製造問屋（卸売

業）の活動に相当する。 

ウ 被告は、Ｇが製造業を営んでいるのであれば、当然に製造業から得る収入があってしかる

べきであるところ、基本的にはＨ工場の建物等の賃貸料収入のみであるから、Ｈ工場で製造

活動を行っているのはＡである旨主張する。しかし、委託に基づき加工賃や組立賃を受け取

り、委託者が所有する原材料に加工を行う賃加工業者も製造業に該当すると考えられるし、

日本標準産業分類も、他の業者の所有に属する原材料に加工処理を加えて加工賃を受け取る

賃加工業は製造業に分類されるとしている。 

エ 万が一、Ａが工場での製造活動に関与していたと評価される場合でも、Ａの利益のほとん

どは香港における部品・原材料調達、販売活動から生じているものであり、一方、Ｈ工場で

行われている加工作業は極めて単純なものでそこから生み出される利益はごくわずかであ

る。むしろ、Ａとしてはあたかも部品や原材料の調達の一環として、香港において組立加工

を中国企業から「調達」しているともいえるのが実際である。これらＡの活動を客観的にと

らえれば、その業種は卸売業（製造問屋）である。 

(3) 被告の主張に対する反論 

 被告は、製造費用を誰が負担しているか、設備投資の状況といった形式的・外形的な要因に

よって、Ｈ工場で製造活動を行っているのが誰であるかを判断しようとしている。このような

方法は既に述べたとおり不適切であり、製造活動の主体は前記(2)のとおり私法上の法律関係

を基準に判断すべきであるが、被告の用いる基準を前提としたとしても、ＡがＨ工場で製造活

動を行っているとは認められない。以下、詳述する。 

ア 権利義務の内容 

(ア) 経営管理権の存在 

 工場経営や工場建物に関するＨ各協議書の文言と、有効な合意の内容及び当事者の意思

は異なる。すなわち、中国の強行法規によれば、行政許認可がない限り外資企業が中国の

加工企業の経営を請け負うことはできないし、実際問題としても、製造に必要な人員確保

等は外資企業が自ら実行し得るものではない。Ａとしては、中国本土企業が、Ａから組立
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委託された製品をＡの技術及び生産管理の方法を用いて継続的に生産することを確認す

るために被告指摘の文言を盛り込んだにすぎない。 

 被告は、Ａが経営管理権を有しているとする根拠として、協議書の「経営自主権」を「Ａ

に」保証する旨の文言等をあげるが、中国語と日本語は同じ漢字でも異なる意味を有する

ことが多々あるところ、日本語でどのような意味であり、それが中国法上、法的にどのよ

うな意味を持つのかを明らかにしていない。また、それがＡの工場工員に対する人事権の

存在等被告が主張する法的効果にどのように結びつくのか、当事者が選択した委託加工と

いう法形式の法的性質を否定したり他の法形式に引き直すことができるかを明らかにし

ていない。 

(イ) 必要経費の負担 

 Ａは、Ｇとの間で、製造に要する費用、工場建物及び付属設備の使用料相当額、政府手

数料その他製造活動のための必要経費、Ｇの経費及び利益を積算して加工料を算定する旨

の合意をしている。この加工料に製造活動のための必要経費等が積算されて算定されると

しても、それは中国の強行法規に従った当事者の合意の結果であり、このことをもってＡ

が製造活動を行っているということはできない。 

イ 人事・組織面からの製造行為の統括 

(ア) 人事権の存在 

 Ｈ工場の人事権に関する合意は何ら存在しない。実際に、Ａが工場の管理者の任免を行

ったことはなく、工員の雇用や解雇を行ったこともない。人件費については、加工料の算

定要素にすぎない。 

 Ｈ工場の工員の人事権は雇用主であるＧが有しているところ、それをＡが保有し行使す

るという根拠を被告は示していない。 

(イ) 社員の配置 

 Ａは、製造コスト等を積算した上で算定した加工料を支払わなければならないため、Ｈ

工場におけるコスト管理はＡにとっても重要な問題である。そのため、Ａは技術顧問及び

財務顧問を派遣しているのであって、これは、最低限必要な外注管理の一環として評価さ

れるべきものである。 

ウ 事業計画面からの製造行為の統括 

(ア) 技術指導 

 委託先の技術が不足している場合において、委託者が技術指導を行うことは極めて一般

的なことであり、外注管理の一環にすぎない。 

(イ) 不良品に係る損失負担 

 来料加工取引の性質上、関税上の恩恵を受けるためには全量を引き取る義務があること、

本件の来料加工取引は委託先に技術がないことを前提としていること、技術指導に起因す

る不良品に係る損失を指導者が負担することは当然であり、中国の強行法規上もそうなっ

ていること、不良品についてどう取り扱うかは本来当事者が契約において自由に定め得る

ことに照らせば、Ａが不良品を含む全量を引き取ることは自然かつ合理的な選択であり、

このような合意によってＡが製造活動を行っていたことにはならない。 

エ 物的側面からの製造活動の管理 

(ア) 生産設備の所有 
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 Ａが生産設備を貸与したのは、契約上の義務に基づくものである。そして、無償で提供

された設備を用いてＧの従業員が製造行為を行っているのであるから、Ａが製造活動を行

っていたことにはならない。製造委託元が外注先（下請）に対して、設備の援助、設備の

貸与等を行うことは我が国においても通常のことである。 

(イ) 製造原価への算入 

 減価償却費を工場経費として製造原価に算入していたことについては、香港における会

計規則や基準に則り、会計法人の指導に従ってしたものである。その目的は、オフショア

所得の税務上の取扱いを受けるためであり（香港の税制上、香港法人の所得の源泉が香港

外の活動に一部帰すると評価される場合に、この取扱いを受けることができる。）、これは、

ＡがＨ工場での製造活動に何らかの関与をしていることを示すにすぎず、Ａ自身が製造行

為を行っていることにはならない。 

オ 財務・会計面からの評価 

(ア) 製造原価の把握 

 Ａが製造原価を費目ごとに把握していたのは、Ａが支払う加工料は、Ｈ工場で発生した

製造コストにＧの利益を積算したものであるため、Ａとしても製造原価について重大な利

害があるからである。そして、この製造原価（工場で発生する費用）を財務諸表に記載し

ているのは、香港において、香港の制度に従ってオフショア所得の税務上の取扱いを受け

るためであり、Ａが製造活動を行っていることを基礎付けるものではない。 

(イ) 経営管理口座 

 Ｈ工場名義の口座の預金がＡの預金残高として預金勘定に計上されているのは、会計法

人の指導に基づくものである。Ｈ工場名義の口座をＡが管理しているわけではなく、実際

の出入金はＧの従業員が行っている。 

カ 関係者の認識 

(ア) Ａの認識 

 被告の指摘するＡの香港税務当局に対する説明は、香港外での所得を非課税とする事務

運営指針（乙２４）の適用を受けるためのものであるが、同指針において香港外での所得

と認められるためには、香港法人が中国本土で製造業を営んでいる必要はなく、製造活動

に関与していれば足りるとされている。したがって、Ａが事務運営指針の適用の前提とし

て被告主張のような説明をしていたからといって、Ａが製造業を営んでいることにはなら

ず、Ａが自身を製造業者と認識していることにもならない。 

(イ) 監査済決算書及び報告書の記載 

 Ａが主としてワイヤーハーネスの製造及び卸売に「携わっていた」ことが記載されてい

るにすぎない。 

３ 争点(3)（Ｂの主たる事業は何か。）について 

（被告の主張） 

(1) ＢがＩ工場で製造活動を行っていること 

ア 権利義務の内容 

 以下の事情からすると、Ｂは、Ｉ工場において製造活動を行う権利義務があったといえる。 

(ア) 経営管理の受託 

 Ｉ平成８年第２協議書では、Ｂが全権によりＩ工場の経営管理を行い、Ｊはこれに関与
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しないこと、Ｊは一方的に前倒しで協議書を終了することができないことが定められてい

る。 

 この点、原告は、Ｉ平成８年第２協議書につき、その法的効果を否定するような主張を

しているが、法的な効力を有しない契約書をあえて作成するのは不自然である。協議書に

上記合意が定められている以上、当事者の合意によって有効に成立していると解するのが

自然であるし、たとえ当事者の合意は中央省庁の行政許認可がないとしても、そのことか

ら直ちに契約条項の効力が否定されることはないはずである。 

(イ) 必要経費の負担 

ａ Ｉ平成８年第２協議書の定めによると、Ｂは、Ｉ工場を賃借することで製造活動に必

要な施設の利用権を取得し、一方でそのための費用を負担している。 

ｂ Ｉ平成８年第２協議書では、Ｂは、Ｉ工場における生産施設の手配の責任を負い、そ

の費用を負担すること等が定められている。 

(ウ) このように、Ｂは、工場経営に関して全面的かつ排他的な権限を有し、経営に必要な

費用を負担することとされていたのであり、自己の危険と計算の下にＩ工場の経営を行う

という取決めがあったといえる。 

イ 人事・組織面からの製造行為の統括 

(ア) 人事権の存在 

 Ｉ平成８年第２協議書では、工場長及び通関員をＪが派遣するのを除き、Ｉ工場の管理

者はすべてＢが委任あるいは罷免すること等が定められている。 

(イ) 社員の配置 

 実際に、平成１８年１２月３１日現在の社員名簿によれば、Ｉ工場の責任者である工場

長に、Ｂの社員が配置されていた（乙１４、１５）。 

ウ 事業計画面からの製造行為の統括 

(ア) 技術指導 

 Ｉ平成７年第１協議書では、ＢがＩ工場へ人員を派遣し、製品の品質を検収することと

されていた。 

(イ) 不良品に係る損失負担 

 Ｉ平成７年第１協議書によれば、Ｂは不良品を原因とする損失を負担していたことが認

められ、製造に伴う危険を負担していたといえる。 

エ 物的側面からの製造活動の管理 

(ア) 生産設備の所有 

 Ｉ平成７年第１協議書によれば、Ｉ工場における生産加工に必要な設備についてはＢが

提供することとされており、Ｉ工場に搬入されたすべての設備がＢの所有に属していた。 

(イ) 製造原価への算入 

 Ｂは、自らの費用でＩ工場に生産加工用の機械設備等を設置した上、これを自己の固定

資産に計上し、減価償却を行って、その償却費を工場経費として製造原価に算入していた。

Ｂにおいて製造原価を計上していること自体、製造業を営んでいることの表れである。 

オ 財務・会計面からの評価 

(ア) 製造原価の把握 

 Ｂは、Ｉ工場における製造に要した費用を個々の費目ごとに把握しており、このことは、
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ＢがＩ工場の会計を管理したことを推認させる。 

(イ) 経営管理口座 

 ＢがＩ工場の経営管理を行うために必要な資金は、ＢがＪに支払った金員の中からＢの

管理する銀行口座に送金されており、しかも、当該口座の残高はＢのものとして同社の預

金勘定に計上され、その受取利息までもがＢに帰属するものとされていた。これは、Ｂが

Ｉ工場の損益の帰属主体であることを裏付ける事情である。 

カ 関係者の認識 

 Ｂは、香港の税務当局に対し、自身がＩ工場において製品を製造しており、Ｉ工場はＢに

よって事実上管理支配されていることを積極的に主張している。 

(2) 「主たる事業」が製造業であること 

 Ｂは、Ｉ工場における製造及びＩ工場で製造した製品の卸売以外に、部品の卸売を行ってい

る。しかし、Ｂの収入金額のほとんどが製品の売上げに係るものであること、使用人の多くが

製造業務に従事していること、固定施設及び保有資産のほとんどが製造活動に使用されている

ことに照らすと、Ｂの主たる事業は製造業であるといえる。 

(3) 卸売業に該当しないこと（原告の主張に対する反論） 

ア Ｂが香港で行っている原材料等の調達及び新製品の卸売は、製造業者が行う当然の行為に

すぎないのであるから、全体としてみれば、Ｂが行っている事業は製造業であるといえる。 

イ Ｂは自ら製造を行っていると評価できるから、自ら製造をしない製造問屋には該当しない。 

（原告の主張） 

(1) 卸売業該当性 

 Ｂは、主に香港において、部品・原材料の調達、及び委託加工させた製品の販売、物流等の

業務を行っている。Ｂは、自らはこれら製品の製造を行わず、自己の所有に属する部品・原材

料を中国広東省に所在する委託加工の受託者であるＪに支給して製品を作らせ、これを自己の

名称で販売している。 

(2) ＢはＩ工場において製造活動を行っていないこと 

 Ｂは、顧問を派遣しているが、それは技術指導のためであり、Ｂが自らＩ工場において製造

活動を行ってはいなかった。Ｉ工場で製造業を営んでいたのは、製造委託相手であるＪであっ

た。 

(3) 被告の主張に対する反論 

 被告は、製造費用を誰が負担しているか、設備投資の状況といった形式的・外形的な要因に

よって、Ｉ工場で製造活動を行っているのが誰であるかを判断しようとしている。このような

方法は既に述べたとおり不適切であり、製造活動の主体は私法上の法律関係を基準に判断すべ

きであるが、被告の用いる基準を前提としたとしても、ＢがＩ工場で製造活動を行っていると

は認められない。以下、詳述する。 

ア 権利義務の内容 

(ア) 経営管理権の存在 

 工場経営や工場建物に関するＩ各協議書の文言と、有効な合意の内容及び当事者の意思

は異なる。すなわち、中国の強行法規によれば、行政許認可がない限り外資企業が中国の

加工企業の経営を請け負うことはできないし、実際問題としても、製造に必要な人員確保

等は外資企業が自ら実行し得るものではない。Ｂとしては、中国本土企業が、Ｂから組立
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委託された製品をＢの技術及び生産管理の方法を用いて継続的に生産することを確認す

るために被告指摘の文言を盛り込んだにすぎない。 

(イ) 必要経費の負担 

 Ｂは、Ｊとの間で、製造に要する費用を積算して加工料を決定する旨の合意をしている。

この加工料に製造活動のための必要経費等が含まれるとしても、それは中国の強行法規に

従った当事者の合意の結果であり、このことをもってＢが製造活動を行っているというこ

とはできない。 

イ 人事・組織面からの製造行為の統括 

(ア) 人事権の存在 

 協議書の規定のみでは、Ｂの人事権の存在を基礎付けることはできない。 

(イ) 社員の配置 

 Ｂは、製造コストを積算した上で加工料を支払わなければならないため、Ｉ工場におけ

るコスト管理はＢにとっても重要な問題である。そのため、Ｂは社員を派遣しているので

あって、これは、最低限必要な外注管理の一環として評価されるべきものである。 

ウ 事業計画面からの製造行為の統括 

(ア) 技術指導 

 委託先の技術が不足している場合において、委託者が技術指導を行うことは極めて一般

的なことであり、外注管理の一環にすぎない。 

(イ) 不良品に係る損失負担 

 来料加工取引の性質上、関税上の恩恵を受けるためには全量を引き取る義務があること、

本件の来料加工取引は委託先に技術がないことを前提としていることに照らせば、Ｂが不

良品を含む全量を引き取ることは自然かつ合理的な選択である。 

エ 物的側面からの製造活動の管理 

(ア) 生産設備の所有 

 Ｂが生産設備を貸与したのは、契約上の義務に基づくものである。そして、無償で提供

された設備を用いてＪの従業員が製造行為を行っているのであるから、Ｂが製造活動を行

っていたことにはならない。 

(イ) 製造原価への算入 

 Ｂに関する詳細は知らないが、減価償却費を工場経費として製造原価に算入していたこ

とについては、香港における会計規則や基準に則り、会計法人の指導に従ってしたもので

ある。その目的は、オフショア所得の税務上の取扱いを受けるためであり、これは、Ｂが

中国工場での製造活動に何らかの関与をしていることを示すにすぎず、Ｂ自身が製造行為

を行っていることにはならない。 

オ 財務・会計面からの評価及び関係者の認識 

 いずれも知らない。 

４ 争点(4)（Ａ等の主たる事業が製造業である場合に、所在地国基準を満たすか。）について 

（被告の主張） 

 製造業者たる特定外国子会社等が、措置法施行令３９条の１７第５項３号の定める所在地国基

準を満たすためには、本店又は主たる事務所の所在する国又は地域で、製造業の本質的な事業活

動である製造行為が行われていなければならない。 
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 ところで、香港は中国本土とは異なる租税制度を有し、日中租税条約の対象となる領域に含ま

れず、香港基本法により高度の自治権を有する特別行政区と定められていることに照らすと、タ

ックス・ヘイブン対策税制上、香港は中国本土とは異なる地域であると解される。 

 そして、Ａ等は、中国広東省で製造行為を行っているにとどまり、本店所在地である香港の地

域において製造行為を行っていないから、Ａ等は所在地国基準を満たしていない。 

（原告の主張） 

 仮にＡ等が卸売業以外の業種と判定されるとしても、Ａ等は、主に香港において事業をおこな

っており、所在地国基準を満たす。 

 さらに、Ａ等が委託先工場において事業活動を行っていると認められる場合でも、Ａ等は、香

港と保税トラックで結ばれるこれら委託先の保税工場で事業を行っており、香港と保税工場は、

少なくとも来料加工取引との関係では、あたかも１つの保税区のように取り扱われているといい

得るのであり、税務行政との関係では一つの地域に属すると評価されるべきである。したがって、

Ａ等は所在地国基準を満たす。 

第４ 当裁判所の判断 

１ 争点(1)（主たる事業の判断方法）について 

(1) 製造業と卸売業の区別の基準 

ア 措置法６６条の６第４項は特定外国子会社等の主たる事業ごとに異なる適用除外要件を

定めている。すなわち、特定外国子会社等の主たる事業が卸売業に該当すれば特定外国子会

社等につき非関連者基準を満たすことが必要となり、特定外国子会社等の主たる事業が製造

業に該当すれば当該特定外国子会社等につき所在地国基準を満たすことが必要となる。 

 ここで、主たる事業の判断基準が問題となるが、措置法６６条の６第４項１号で列挙され

た事業や、措置法施行令３９条の１７第２項及び第５項の各号で列挙された事業について、

法人税法上も措置法上も定義規定がないから、結局、社会通念上の意義を基礎として、適用

除外規定の趣旨・目的を踏まえて解釈するのが相当である。 

イ ところで、措置法通達６６の６－１７は上記事業の判断において日本標準産業分類を基準

とする旨を定めているところ、日本標準産業分類は統計基準ではあるが、一般の社会通念に

基づいて定められているものと考えられるから、これを手がかりとすることには十分な合理

性があるというべきである。そして、日本標準産業分類上、製造業は新製品を製造し、これ

を卸売するものとされているのに対し、卸売業は、有体的商品を購入して小売業者等に販売

するものとされていることや、自らは製造を行わないで、自己の所有に属する原材料を下請

工場などに支給して製品をつくらせ、これを自己の名称で卸売する製造問屋が卸売業に分類

されること（乙３）に照らすと、製造業と卸売業とは、社会通念上、事業者が自ら製造を行

っているか否かで区別されるというべきである。 

ウ 次に、措置法６６条の６第４項の趣旨・目的について検討する。措置法６６条の６第１項

で規定するタックス・ヘイブン対策税制は、内国法人がタックス・ヘイブンに子会社等を設

立し、これを利用して税負担の不当な軽減を図ることを規制するため、特定外国子会社等の

留保所得を内国法人の持分に応じてその所得に合算して課税するものである。他方、措置法

６６条の６第４項は、正常な海外投資活動を阻害しないため、本店所在地国において独立企

業としての実体を備え（実体基準、管理支配基準）、かつ、それぞれの業態に応じ、その地

において事業活動を行うことに十分な経済的合理性があると認められる特定外国子会社等
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についてタックス・ヘイブン対策税制の適用を除外する趣旨で定められたものである。ここ

で、業態によって考え得る租税回避の態様が異なると考えられたことから、業種別に規定す

ることとされた。 

 すなわち、そもそもタックス・ヘイブンに本店を置くことに十分な合理性を見いだしがた

い業種（株式保有、船舶賃貸等）を適用除外の対象外とした（事業基準）上で、実体基準及

び管理支配基準を満たす特定外国子会社等について、業種別に所在地国基準及び非関連者基

準のいずれかを適用することとした。所在地国基準は、その事業を主としてその本店所在地

国で行っていることを要件とするものであるところ、本店所在地国において資本投下を行い、

その地の経済と密接に関連して事業活動を行っている場合には、その地に所在していること

について十分な経済的合理性があると評価し得ることを前提としたものであって、この基準

に服するのは主たる事業が製造業、小売業、サービス業その他非関連者基準に服する事業以

外の事業である。他方、非関連者基準は、その事業を主として関連者以外の者と行っている

ことを要件とし、主たる事業が卸売業、銀行業、信託業、証券業、保険業、水運業又は航空

運送業である場合に適用がある。これらの業種は、その事業活動の範囲が必然的に国際的に

ならざるを得ないから、地場経済との密着性を重視する所在地国基準を適用することができ

ず、むしろ、関連者との取引に頼っているような場合では税負担の軽減以外の経済的合理性

は極めて希薄であることに照らし、その事業が主として関連者以外の者との取引から成って

いるかどうかで判断するのが適当であると考えられたためである。 

 このような措置法６６条の６第４項の立法趣旨を踏まえると、製造とは、原材料の加工等

を行うための工場建物や設備等を整備し、人員を確保するなどして資本の投下を行うことが

予定されている経済活動であるから、特定外国子会社等が、その主たる事業活動として自ら

製造を行っている場合には、当該製造行為が本店所在地国において行われ、当該国において

資本投下を行い、その地の経済と密接に関連して事業活動を行っていると評価できるかどう

かにより、タックス・ヘイブン対策税制適用除外の是非を判断するのが合理的であると考え

られ、適用除外要件のうち所在地国基準を適用するのが相当であると考えられる。したがっ

て、特定外国子会社等の営む事業が同項１号又は２号に掲げる事業のどちらに該当するか判

定するに当たって、製造業と卸売業とを、販売する製品を自ら製造しているかどうかにより

区別し、自ら製品を製造していない卸売業を主たる事業とする場合には非関連者基準が、自

ら製品を製造する製造業を主たる事業とする場合には所在地国基準が、それぞれ適用される

と考えることは、前記適用除外要件の趣旨にも沿うものである。 

エ 以上から、Ａ等の主たる事業が製造業に当たるか、卸売業に当たるかは、Ａ等が販売する

製品を自ら製造しているかどうかにより区別されるというべきである。 

(2) 製造の主体性の判断枠組み 

ア ところで、前記前提事実(3)ウによれば、本件各工場において、Ａ等と本件各公司との間

で取り交わされた本件各協議書に基づき、製品の製造が行われ、Ａ等はこれを香港に搬出し

た上で、自己の名で販売していたところ、被告は、本件各工場において行われていた製品の

製造は、実質的にはＡ等が行っていたものであると主張するのに対し、原告は、本件各工場

における製造はＡ等が本件各公司に請け負わせて行わせていたものであり、Ａ等がその主体

として製造を行っているものではないと主張する。 

 そこで、まず、製造の主体に係る判断の在り方について検討するに、前記のとおり、タッ
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クス・ヘイブン対策税制は、タックス・ヘイブンの子会社に所得を留保し、我が国での税負

担を不当に軽減することを規制することを目的とする制度であり、その適用除外は、民間企

業の海外における正常かつ合理的な経済活動を阻害することのないよう、特定外国子会社等

がその地で主たる事業を行うことに十分な経済的合理性があると認められる場合に、上記制

度の適用を排除するものである。このような制度の趣旨目的に照らせば、適用除外要件の判

断に当たり、その地で事業を行う経済的合理性は実質を備えたものであることが必要という

べきであり、事業の形式的な外観だけではなく、現実に行われている事業活動の実態がどう

いうものであるかという観点から、社会通念に照らして検討することが必要というべきであ

る。 

 このような考え方からすれば、適用除外要件該当性の判断に当たっても、当該事業におい

て行われる法律行為の名義や形式のみによることなく、現実に行われている事業活動の実態

を考慮して、Ａ等が当該事業を実質的に行っているのかを、社会通念に照らして検討するこ

とが必要というべきである。 

イ そして、前記のとおり、適用除外要件のうち所在地国基準は、本店所在地国において資本

投下を行い、その地の経済と密接に関連して事業活動を行っていると評価できる場合には、

特定外国子会社等がその地に所在する経済的合理性を推認し得るという認識に基づき、その

事業を主としてその本店所在地国において行っていることを要件としたものであるところ、

主たる事業として製造業を行う特定外国子会社等について、非関連者基準ではなく所在地国

基準が適用されるのは、製造業の本質的な事業活動として行われる製造が、一定の場所にお

いて、人的物的資本を投下して行われる行為であり、当該特定の場所との関連が強い事業活

動であると評価できるからである。そうであれば、特定外国子会社等が事業活動として製造

を行っているといえるためには、製造に基づく損益（製造原価と販売額との差額による損益）

の帰属主体であることに加えて、一定の場所において行われる事実行為としての製造（資本

投下）について、自らの責任と判断において主体的にこれを行っているといえることが必要

である。 

 そうであるところ、製造とは、労働力、機械設備、原材料等を運用して製品を生産する行

為であり、これを事業として主体的に遂行するには、労働力、機械設備、原材料等の継続的

な確保・管理にとどまらず、製造により得られる利潤を最大化するべく、品質を適切に管理

して顧客の満足を得るよう努め、かつ、製造原価（コスト）の低減に努めるなどの管理行為

が不可欠である。そうすると、Ａ等が本件各工場において行われている製造の主体であるか

どうかを判断するに当たっては、本件各工場における製造に基づく損益がＡ等に帰属するか

どうかという点に加えて、Ａ等が、本件各工場における製造に関して、①人員の確保・管理、

②施設・設備の確保・管理、③原材料の確保・管理、④製品の品質管理、⑤原価管理等を自

らの責任と判断において主体的に行っているかについて具体的に検討し、それらを総合して、

社会通念に照らし、実質的に判断すべきである。 

ウ これに対し、原告は、課税は原則として私法上の法律関係に即して行われるべきであると

ころ、本件において、Ａ等と本件各公司との間では、中国の諸法規の適用と規制の下で契約

を締結しているから、Ａ等が本件各工場の経営主体といえるかどうかについても、これらの

根拠法規の規定を考慮することが不可欠であり、Ａ等が本件各工場を経営していたと認める

ことは、当事者間の契約関係を無視するものであり許されない旨主張する。 
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 しかし、非関連者基準又は所在地国基準のいずれが適用されるかを決めるための「主たる

事業」の判断は、その地で主たる事業を行うことに十分な経済的合理性があると認められる

かどうかという観点から実質的に判断すべきものであって、当該事業において行われる法律

行為の名義や形式のみによることなく、現実に行われている事業活動の実態がどういうもの

であるかという観点から、Ａ等が当該事業を実質的に行っているかどうかを、社会通念に照

らして検討することが必要というべきであり、原告の上記主張は採用することができない。 

(3) 判断順序について 

 原告は、措置法６６条の６第４項２号で「前号に掲げる事業以外の事業」と定められている

ことを根拠に、特定外国子会社等の主たる事業の判定に当たっては、同項１号に掲げる事業に

該当するかどうか（すなわち卸売業に該当するかどうか）の判断を先行させる必要がある旨を

主張する。しかし、同項２号で「前号に掲げる事業以外の事業」と定めているのは、現実に存

在する数多くの種類の事業を漏れなく規定するための立法技術上の制約によるものであって、

判断順序をも定めた趣旨と解することはできないから、原告の上記主張を採用することはでき

ない。 

２ 争点(2)（Ａの主たる事業は何か。）について 

(1) 認定事実 

 前記前提事実のほか、当事者間に争いがない事実並びに各項掲記の証拠及び弁論の全趣旨に

よれば、以下の事実が認められる。 

ア Ｈ各協議書の記載内容 

(ア) Ｈ平成５年第１協議書には、①Ａは、Ｇ等に対し、生産加工に必要な設備を貸与ある

いは供与し、これらをＨ工場に運び込む、②Ａは、無償で全部の原料、補助材料及び包装

材料を提供する、③Ｇ等は、工場建物・電力及び労力を提供し、Ａのために加工生産をし、

加工賃金、工場賃料・土地使用代金及び管理費用を受け取り、製品の全部を輸出してＡに

渡す、④Ａは、速やかに技術人員をＨ工場に派遣し、据付及び技術指導協力をする、⑤Ａ

は、Ｈ工場に人員を派遣し、製品品質の確認・検収を行う、原材料の品質不良や技術指導

のミスに起因する不合格製品の発生はＡの責任となり、再検査及び生産にかかる費用はＡ

の負担とする、⑥工場内の原材料、包装材料、半製品、製品及び生産設備についてもＡの

費用負担において保険を付すなどの記載がある（乙６の１）。 

(イ) Ｈ平成１５年第１協議書には、Ｆを協議書の当事者から商務代理に変更するなどの記

載がある（乙６の２）。 

(ウ) Ｈ平成５年第２協議書には、①東莞市Ｋ人民政府が、Ａに対し、Ｈ工場（工場建屋、

工員宿舎、工場敷地からなる。）を１９９４年（平成６年）１月１日から１０年間、月額

３万９２００香港ドルで賃貸し、Ａに投資及び工場の運営をさせる、②Ａは、原料委託加

工企業を創設経営するなどの記載がある（乙８の１）。 

(エ) Ｈ平成１５年第２協議書には、①Ｈ工場の賃貸借期間を２００８年（平成２０年）６

月３０日まで延長する、②Ｈ工場の賃料は月額７万９５８３香港ドルとする、③ＡはＧに

対し、事業請負費として加工費の２２％相当額を支払う、④Ｇは、Ａの経営自主権を保証

しなければならず、Ａの正常な経営行為に干渉してはならない、⑤Ａは、電力設備、水道、

通信施設の設置及び建屋の内外装などを行う、⑥Ａが労使問題を解決するに当たり、Ｇが

協力する、⑦Ａは、東莞市が徴収する労働管理費、労災保険、治安管理費、社会保険費等
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を負担するなどの記載がある（乙８の２）。 

イ 製造活動の費用の負担 

(ア) Ａは、Ｈ工場の工場建物、工員宿舎につき賃料を、Ｇ等に支払っていた（前記ア(ウ)、

(エ)）。 

(イ) Ａは、Ｈ工場の営業許可証の手続費用を負担した上で、工場エリアの電力供給、水道、

通信施設、建屋内の貨物リフト及び消防施設の設置、道路の敷設をし、工場財産保険を購

入し、東莞市が徴収する工員管理費、労働管理費、労災保険、治安管理費、社会保険費等

の一切の公租を納付している（乙８、弁論の全趣旨）。 

ウ Ｈ工場の労働者の人件費の負担者 

 Ａは、香港の税務当局に提出した損益計算書の附属書類である製造原価報告書に「直接労

務費」を計上しているところ、これはＨ工場の労働者に係るものと認められる（乙１１、１

２）。また、Ｈ各第１協議書では加工費を工員の人数に基づき計算している（乙６）。そうす

ると、Ａは、Ｈ工場の労働者の人件費を実質的に負担していたと認められる。 

エ Ａの社員の配置状況及び技術指導の状況 

 Ａは、Ｈ平成５年第１協議書に基づき、Ｈ工場に技術指導協力を行うこととされていると

ころ、その社員６名を技術顧問としてＨ工場に常駐させ、技術指導を行うほか、その社員を

Ｈ工場に財務顧問として派遣していた（争いがない。）。 

オ 不良品等の処理 

 Ｈ工場における原材料の品質不良や技術指導のミスに起因する不合格製品についてはＡ

が責任を負い、実際、Ａは不良品の発生事由を問わず不良品を買い取っている（争いがない。）。 

カ 工場施設・設備の確保・管理 

 Ａは、Ｈ工場における生産加工に必要な設備（２４３万８７０００香港ドル相当）を搬入

した。Ｈ平成５年第１協議書では、そのうち貸与分が２１４万４７００香港ドル相当、無償

供与分が２９万４０００香港ドル相当とされていたが、Ｈ平成１５年第２協議書では、期間

満了時の工場内の動産はＡに帰属することが定められている。（争いがない。） 

 また、Ａの財務諸表上、Ｈ工場に設置されている半自動圧着機等の機械設備が固定資産に

計上されており、その減価償却費は製造原価に算入されている（乙１１、１６）。 

キ 原材料、製造経費の負担 

 Ａは、Ｈ工場に、自らの負担で原材料を供給していたほか、製造活動を行うための光熱費

等を負担していた。また、Ａは、香港の税務当局に提出した損益計算書の附属書類である製

造原価計算書に、原材料費、直接労務費、減価償却費、燃料費、材料包装費、修繕維持費、

工具費、水道光熱費等を合計したものが製造原価である旨記載している。（争いがない。） 

ク 経営管理口座の取扱い 

 Ｈ工場の経営に必要な資金は、ＡがＧに支払った金員の中から、Ｇが受け取る金員を差し

引かれ、Ｈ工場名義のＬ銀行、Ｍ信用合作社及びＮ銀行の預金口座（経営管理口座）に送金

されている。そして、経営管理口座の残高は、香港の税務当局に提出したＡの預金勘定に計

上されている（争いがない。）。 

ケ 香港の税務当局への書類提出等 

(ア) 香港における法人税（事業所得税）は、香港内の事業活動で発生した所得に対しての

み課税され、香港外での所得（オフショア所得）に対しては香港法人であっても課税され
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ない。そして、香港の課税当局は、香港法人が中国本土側との間の委託加工取引から得た

所得について、香港法人たる製造業者が大陸での製造活動に携わっている（特に、原材料

の提供、中国労働者に対するトレーニング及び監督を行っている）と認められる場合には、

製品の販売所得を、香港内の所得と香港外の所得とに（通常５０％ずつ）按分する取扱い

を是認している。（乙４の１、２４） 

(イ) Ａは、香港の税務当局に対し、「会社は主にワイヤーハーネスの製造及び販売を営ん

でいる」旨の取締役の報告書やＨ工場に関し支払った人件費等を製造原価などと記載した

製造原価計算書を提出するなどして、製品の販売所得の５０％のみが香港内の所得と取り

扱われるべき旨を主張したところ、香港の税務当局はＨ工場がＡの自社工場であると認定

するなどして製品の販売所得の５０％のみが香港内の所得であることを前提に事業所得

税額を決定した（乙２５、２７、３９、弁論の全趣旨）。 

コ 法人税の確定申告書別表の記載 

 原告は、平成１６年８月期の確定申告書の別表十七(三)「国外関連者に関する明細書」に

おいて、Ａの主たる事業を「電気部品製造」と記載している（乙４５）。 

(2) 以上の認定事実をもとに、Ｈ工場における製造主体がＡといえるか否かについて検討する。 

ア 経営管理権限の所在について 

 Ｈ平成５年第２協議書には、東莞市Ｋ人民政府がＡに工場の運営をさせ、Ａは原料委託加

工企業を創設経営するなどの文言があること（前記認定事実ア(ウ)）、Ｈ平成１５年第２協

議書には、ＧはＡの経営自主権を保証し、Ａの正常な経営行為に干渉してはならないなどの

文言があること（前記認定事実ア(エ)）に照らせば、ＡとＧ等との間においては、ＡがＨ工

場の経営につき管理する権限を有していたということができる（なお、Ａの取締役は、陳述

書（甲６２）において、Ｈ平成１５年第２協議書に経営自主権の文言があることを知らなか

った旨を陳述するが、それ以前に提出された原告準備書面(1)では経営自主権の文言を知っ

ていたことを前提として、この文言を盛り込んだ理由を説明していることに照らすと、上記

陳述は信用できない。）。 

 この点、原告は、外資企業が中国国内で組立加工を行うことは中国の強行法規に違反する

ことから、中国における外資企業であるＡは強行法規に違反しないように委託加工取引（来

料加工）の法形式を選択したのであって、強行法規違反となるような合意が存在したと認定

されるべきではないと主張する。しかし、広東省では来料加工制度が柔軟に運用されている

という指摘もあるほか（乙４の１）、Ｈ各協議書の締結相手はＧ等の中国の地方政府ないし

その下部組織たる公的機関であることに照らすと、Ｈ第２各協議書により外資企業であるＡ

がＨ工場の経理を管理していることが中国の強行法規に違反するとの点については疑義の

存するところである。また、この点を措くとしても、ＡとＧ等との間でＡがＨ工場を実質的

に経営する旨のＨ第２各協議書が存在する以上、ＡがＨ工場を実質的に経営していたと認め

られるのであり、かかる事実自体は中国の強行法規に違反するかどうかによって左右される

ものではないというほかなく、原告の主張を採用することはできない。 

イ 人事権の所在について 

 原告は、Ｈ工場の労働者はＡと直接雇用契約を締結していないことを指摘するところ、確

かに、Ｈ工場の工場長である乙は２００３年（平成１５年）１２月３１日、東莞市Ｏ室ない

し東莞市Ｐ室との間で労働契約書を締結しているほか（甲４５、乙７）、Ｈ工場の労働者と
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の労働契約書にはＨ工場の記名印と工場長の職印が押されている（甲４６）のみであって、

Ａが労働者等と直接雇用契約を締結していることを認めるに足りる証拠はない。 

 しかしながら、Ｈ平成１５年第２協議書にＧはＡの経営自主権を保証しなければならない

旨の記載があるところ（前記認定事実ア(エ)）、中国においては１９８０年代から国有企業

の経営自主権が拡大されており、かかる経営自主権の中には人事権も含まれると解されてい

る（現に、１９９２年（平成４年）７月制定の「全人民所有制工業企業経営メカニズム転換

条例」は、企業の自主的経営、損益自己負担、自己発展、自己規制等により企業が独立して

民事上の権利義務の帰属主体となることを目標とするものであって（２条）、その第２章「企

業経営権」の中には、人事権（具体的には雇用契約の締結に関する権限（１７条）、管理者・

技術者の人事管理権（１８条））に関し、企業の有する権限の内容等が規定されている。乙

４１、４４）。 

 また、ＡはＨ工場の労働者の人件費や社会保険費を負担していることや（前記認定事実イ

(イ)、ウ）、加工費は工員の人数に基づいて計算されること（前期認定事実ウ）、後掲オのと

おりＨ工場の損益はＡに帰属しており、製造原価の変動リスクはＡが負担していることから

すると、ＡはＨ工場の人件費について強い利害関係を有しているといえる。そうすると、Ｈ

工場の従業員に係る雇用契約の締結権をその工場長が有していたとしても、従業員数につい

てはＡの了承を得る必要があるなどその権限は一定の制約下に置かれていたものと考える

のが合理的である（このことは、Ｈ平成１５年第１協議書に加工費総額が１年目３２０万香

港ドルと定める一方、工員一人当たりの加工費が月８００香港ドルを下回らないことと定め

ており（乙６の２）、従業員数に上限があることを窺わせるものとなっていることとも整合

的である。）。 

 このほか、Ｈ平成１５年第２協議書では、ＡがＨ工場における労使の問題を解決すること

を前提とする規定が置かれており（前記認定事実ア(エ)）、ＡがＨ工場の従業員の管理にも

携わっていたことが窺える。 

 したがって、Ａは、Ｈ工場の従業員に係る雇用契約を締結するなどの方法により人事権を

直接行使することはないとしても、Ｈ工場の従業員数について決定権を有するなどＨ工場に

おける人事権の行使について少なくとも間接的に関与していたとみることができる。 

ウ 機械設備等の確保、原材料等の調達 

 Ａは、Ｈ第２各協議書に基づき、Ｇ等からＨ工場を賃借し、賃料を支払っていた（前記認

定事実イ、弁論の全趣旨）。また、Ａは、製造活動に必要な機械設備を調達して、Ｈ工場に

備え付け、これを自己の所有物として管理すると共に（前記認定事実カ）、Ｈ工場の建物を

除くインフラの整備を自己の負担で行っている（前記認定事実ア(エ)、弁論の全趣旨）。 

 これらに照らすと、Ａは、Ｈ工場における製造手段の確保及び管理を、自らの責任と判断

で行っていたというべきである。 

 また、Ａは、原材料等の調達を自己の責任で行っていた（前記認定事実キ、弁論の全趣旨）。 

エ 製品の品質管理等 

 Ａは、Ｈ工場につき、機械設備の据付及び技術指導を行っていること、Ｈ工場における原

材料の品質不良や技術指導のミスに起因する不合格製品についてはＡが責任を負い、実際、

Ａは不良品の発生事由を問わず不良品を買い取っていること（前記認定事実エ、オ）及びＡ

がＨ工場の経営自主権を有していること（前記認定事実ア(エ)）に照らすと、Ａは、Ｈ工場
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における製品の品質管理に主体的に取り組んでいたと推認できる。 

 なお、原告は、Ａが不良品を含めた全品買い取りを行っているのは、中国の法令上の義務

に従ったものにとどまり、Ｈ工場において品質管理に努めているのも、外注先に対する技術

指導の一環である旨を主張する。しかし、不良品を含めた全品買取義務があることにより、

Ｈ工場における不良品の有無ないしその割合がＡの損益に直結してくることに照らすと、こ

れが単なる外注先に対する技術指導にとどまるものとは認め難い。 

オ Ｈ工場の損益の帰属主体 

(ア) Ａは、工場建物の賃料を支払い、工員の人件費を実質的に負担していたこと（前記認

定事実イ(ア)、ウ）、Ａは、Ｈ工場の製造行為に必要な原材料を全て自らの負担で供給し

ていたほか、製造活動を行うための光熱費等を負担していたこと（前記認定事実キ）、ま

た、香港とＨ工場間の原材料と完成品の運輸関連費用がＡの負担とされていたこと（乙６

の１）などに照らすと、Ａは、Ｈ工場における製造に不可欠な費用をほぼ全て負担してい

たといえる。 

(イ) また、Ｇが受け取る金員は、定額の工場等の賃料のほか加工費（毎月の工員の人数に

一定の額（月６００香港ドルないし８００香港ドル）を乗じた額とされていた（乙６）こ

とに照らすと、Ｈ工場における製造活動の効率化により製造原価が削減されたとしても、

Ｇの損益に変化はほとんどなかったというべきであるから、製造原価の削減を進めること

による利益は、全てＡに帰属することになる。 

(ウ) このほか、Ｈ工場の経営に必要な資金を管理する経営管理口座の残高が香港の税務当

局に提出したＡの預金勘定に計上されていたこと（前記認定事実ク）に照らすと、ＡがＨ

工場の経営管理口座を支配していたと推認できる。この点、原告は香港における税務申告

のための指導に従ったと主張する。しかし、仮に、ＡがＧに加工を単に委託したのであれ

ば、経営管理口座の預金残高が委託先に帰属することは明らかであって、これを自社の財

産として計上することはおよそあり得ない会計処理であり、原告の主張を採用することは

できない。 

(エ) 以上のとおり、ＡがＨ工場における製造経費のほとんどを負担していること、製造原

価の削減によりＧの損益はほとんど影響を受けず、Ａがその利益を享受すること、Ｈ工場

の経営管理口座はＡが支配していたことに照らすと、Ｈ工場における製造行為の損益はＡ

に帰属するといえる。 

カ 小括 

 以上アないしオを総合すると、ＡはＨ工場の経営管理を行う権限を有し、Ｈ工場における

製造活動に必要な費用を負担し、製造活動による損益はＡに帰属していた上に、Ｈ工場の人

事権の行使にもＡが関与していたのであるから、Ａが実質的にＨ工場における製造行為を行

っていたと認められる。 

 なお、原告は、Ｈ工場における契約関係や法形式を重視すべきである旨指摘するところ、

Ｈ各第２協議書の規定からはＡが製造を下請けさせているとみるには多大な疑義が存する

というべきであって、本件において契約関係や法形式のみで製造行為の主体を認定すること

は相当ではない。 

(3) Ａの主たる事業が製造業であること 

 (2)カの認定結果に加えて、ＡはＨ工場で製造した新製品を香港に輸送した上で卸売する業
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務を行っていたのであるから、製造業を営んでいたといえ、Ａの収入金額の全てはＨ工場で製

造した製品の売上高であること（乙１１、弁論の全趣旨）からすれば、Ａの主たる事業も製造

業であると認められる。 

３ 争点(3)（Ｂの主たる事業は何か。）について 

(1) 認定事実 

 前記前提事実のほか、当事者間に争いがない事実並びに各項掲記の証拠及び弁論の全趣旨に

よれば、以下の事実が認められる。 

ア Ｉ各協議書の記載内容 

(ア) Ｉ平成７年第１協議書には、①Ｄは、生産加工に必要な設備（５１７万１０００香港

ドル相当）をＪに貸与し、これらをＩ工場に運び込む、②Ｄは、無償で全ての原料、補助

材料及び包装材料を提供する、③Ｊは、工場建物・電力及び労力を提供し、Ｄのために加

工生産をし、加工賃、工場家賃料・土地使用代金及び管理費用を受け取り、製品の全部を

輸出してＤに引き渡す、④Ｄは、速やかに技術人員をＩ工場に派遣し、据付及び技術指導

協力をするなどの記載がある（乙９の１）。 

(イ) Ｉ平成１５年第１協議書には、ＤからＢに商号等が変更された旨の記載がある（乙９

の２）。 

(ウ) Ｉ平成８年第２協議書には、①Ｊは、ＢにＩ工場（労働者宿舎、配電室等を含む。）

を賃貸する、②Ｂは、加工料、管理費（管理人員、通関員等の給与を含む。）及び賃貸料

を、Ｊに支払う、③Ｉ工場はＢが全権により経営管理を行い、Ｊは干渉してはならない、

④工場長、通関員をＪが派遣するのを除き、Ｉ工場の各層管理者はいずれもＢが委任及び

罷免する、⑤ＢがＪの派遣する人員に不満な場合、ＢはＪに対して人員の交換を要求する

権利があり、Ｊは調整しなければならない、Ｉ工場が必要とする従業員は、ＢがＩ工場の

名義で雇用し、調整または解雇する必要がある場合は、ＢがＩ工場の名義で中国の関連法

規に従って手続きする、⑥本協議書が終了した場合、加工工場の経営管理口座中の如何な

る余剰金員も全てＢに帰属する旨の記載がある（乙１０の１）。 

(エ) Ｉ平成１２年第２協議書には、Ｂの生産拡大のため、①ＢはＪに対し、新工場の設計

図面を提供し、Ｊは新工場建設後、Ｂに賃貸する、②新工場等の早期建設のため、Ｂは２

００万香港ドルをＪに貸し付け、ＪはＢから毎月受け取る使用料のうち返済金８万香港ド

ルを控除することにより返済するなどの記載がある（乙１０の２）。 

(オ) Ｉ平成１３年第２協議書では、加工賃を従前よりも引き下げる旨が定められている

（乙１０の２、１０の３）。 

イ 製造活動の費用の負担 

(ア) Ｂは、Ｊに対し、Ｉ工場（労働者宿舎、配電室等を含む。）の賃料を支払っていた（前

記ア(ウ)）。 

(イ) Ｂは、Ｉ工場の発電室の防音部分及び重油のオイルタンクについて解決すべきとされ

たほか、①Ｊの提供する一切の固定資産の日常的なメンテナンスの責任を負い、費用を負

担する、②Ｉ工場の消費する水代を負担する、③Ｉ工場が納めるべき税金及び費用を納付

する、④Ｊが提供する工場その他関連施設にＪを受益者とする保険を付し、その保険料を

支払う、⑤一切の必要な生産、生活施設の手配の責任を負い、その費用を負担する、⑥Ｉ

工場の電話・ファックス費用を負担する（乙１０の１）。 
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ウ Ｉ工場における人事権の所在 

 Ｂは、Ｉ工場の管理者の任免権、Ｊが派遣した工場長等の交代を要求する権利、工員の雇

用、配置転換及び解雇を行う権限などの人事権を有していた（前記ア(ウ)、弁論の全趣旨）。 

エ Ｂの社員の配置状況及び技術指導の状況 

 Ｉ工場の責任者である工場長に、Ｂの従業員が充てられている（乙１４、１５）。また、

Ｂは、製品の製造に当たり技術指導を行うため、Ｉ工場へ技術人員を派遣していた（乙９の

１、弁論の全趣旨）。 

オ 不良品等の処理 

 Ｉ工場における原料・副資材の品質不良又は技術指導のミスにより廃棄品や不良品が生じ

た場合はＢの責任とされ、やり直しが必要な場合その費用はＢが負担していた（乙９の１、

弁論の全趣旨）。 

カ 工場施設・設備の確保・管理 

 Ｂは、Ｉ工場における生産加工に必要な設備を搬入したところ、これらの設備の所有権は

Ｂに帰属している（乙９の１）。 

 また、Ｂの財務諸表上、Ｉ工場に設置されている機械設備が固定資産に計上されており、

その減価償却費は製造原価に算入されている（乙１９）。 

キ 原材料、製造経費の負担 

 Ｂは、Ｉ工場につき原材料を供給していたほか、製造活動を行うための光熱費等を負担し

ていた。また、Ｂは、香港の税務当局に提出した損益計算書の附属書類である製造原価計算

書に、材料費、外注加工費、減価償却費、燃料費、修繕費、消耗金型費等を製造経費として

計上している。（乙１９、弁論の全趣旨） 

ク 経営管理口座の取扱い 

 Ｉ工場の経営に必要な資金は、ＢがＪに支払った加工費の中から、市政府及びＪが受け取

る金員を差し引かれ、Ｉ工場名義の銀行口座（経営管理口座）に送金されている。Ｉ平成８

年第２協議書では、本協議書の終了後、Ｉ工場の経営管理口座中のいかなる余剰金員も全て

Ｂに帰属する旨が定められている。（乙１０） 

 また、経営管理口座の残高は、香港の税務当局に提出したＢの貸借対照表上Ｂの預金に計

上されているほか、香港の税務当局は、経営管理口座に対する利子所得は香港外を源泉とす

るＢの所得であると認定している（乙１９、２２、２３）。 

ケ 香港の税務当局への提出書類 

 Ｂが依頼した会計事務所は、香港の税務当局に対し、製品の販売所得の５０％按分の取扱

いを受けるため、１９９９年（平成１１年）５月１９日、製品は中国本土において中国の相

手方との加工契約を通じてＢ自身によって製造されている、Ｉ工場がＢによって事実上管理

支配されている旨を回答した（乙２６の２）。これを受けた香港の税務当局は、Ｉ工場がＢ

の自社工場であると認定するなどして、製品の販売所得の５０％のみが香港内の所得である

ことを前提に法人事業税額を決定した（乙２３、弁論の全趣旨）。 

コ Ｃ株式会社の有価証券報告書における説明 

 Ｃ株式会社の１００％子会社であるＥがＢの発行済み株式の５５％を保有しているとこ

ろ、Ｃ株式会社は、その平成１７年３月期の有価証券報告書において、Ｂの事業内容を映像・

情報機器等の製造と記載している（乙４６）。 
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(2) 以上の認定事実をもとに、Ｉ工場における製造主体がＢといえるか否かについて検討する。 

ア 経営管理権限の所在について 

 Ｉ平成８年第２協議書には、Ｉ工場はＢが全権により経営管理を行い、Ｊは干渉してはな

らないなどの文言があること（前記認定事実ア(ウ)）に照らせば、ＢとＪとの間においては、

ＢがＩ工場の経営につき管理する権限を有していたということができる。 

 この点、原告は、外資企業が中国国内で組立加工を行うことは中国の強行法規に違反する

旨を指摘するが、原告の主張を採用できないことは、Ｈ工場に関し説示したとおりである。 

イ 人事権の所在について 

 Ｂは、Ｉ工場の管理者の任免権、Ｊが派遣した工場長等の交代を要求する権利、工員の雇

用、配置転換及び解雇を行う権限などの人事権を有していた（前記認定事実ウ）。 

ウ 機械設備等の確保、原材料等の調達 

 Ｂは、Ｉ第２各協議書に基づき、ＪからＩ工場を賃借し、賃料を支払っていた（前記認定

事実ア(ウ)(エ)、イ(ア)）。また、Ｂは、製造活動に必要な機械設備を調達して、Ｉ工場に

備え付け、これを自己の所有物として管理している（前記認定事実カ）。 

 これらに照らすと、Ｂは、Ｉ工場における製造手段の確保及び管理を、自らの責任と判断

で行っていたというべきである。 

 また、Ｂは、原材料等の調達を自己の責任で行っていた（前記認定事実ア(ア)）。 

エ 製品の品質管理等 

 Ｂは、Ｉ工場につき技術指導を行っていること、Ｉ工場における原料等の品質不良や技術

指導のミスによる廃棄品や不良品はＢの責任となり、やり直しが必要な場合その費用はＢが

負担していたこと（前記認定事実エ、オ）に照らすと、Ｂは、Ｉ工場における製品の品質管

理に携わっていたと推認できる。 

オ Ｉ工場の損益の帰属主体 

(ア) Ｂは、工場建物の賃料を支払い、工場労働者の人件費を実質的に負担していたこと（前

記認定事実ア(ア)、前記ウ）、Ｂは、Ｉ工場の製造行為に必要な原材料等を全て自らの負

担で供給していたほか、製造活動を行うための光熱費等を負担していたこと（前記認定事

実キ）などに照らすと、Ｂは、Ｉ工場における製造行為に不可欠な費用をほぼ全て負担し

ていたといえる。 

(イ) また、Ｂが支払う加工料のうちＪの取得分は、毎月の工員の人数に一定の額（月６０

０香港ドル）を乗じた額とされていたことから（乙１０）、ほぼ一定で、Ｉ工場における

製造活動の効率化により製造原価が削減されたとしても、Ｊが得る利益はほとんど変化し

なかったと考えられる。そうすると、製造原価の削減を進めることによる利益は、全てＢ

に帰属することとなる。 

(ウ) このほか、Ｉ工場の経営に必要な資金を管理する経営管理口座の残高が香港の税務当

局に提出したＢの預金勘定に計上され、またＩ平成８年第２協議書ではその終了後の経営

管理口座の残高がＢに帰属するとされていること（前記認定事実ク）に照らすと、ＢがＩ

工場の経営管理口座の帰属主体であると認めることができる。 

(エ) 以上のとおり、ＢがＩ工場における製造経費のほとんどを負担していること、製造経

費の削減によりＪの損益はほとんど影響を受けず、Ｂがその利益を享受すること、Ｉ工場

の経営管理口座はＢに帰属することに照らすと、Ｉ工場における製造行為の損益はＢに帰
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属するといえる。 

カ 小括 

 以上アないしオを総合すると、ＢはＩ工場の経営管理を行う権限を有し、Ｉ工場における

製造活動に必要な費用を負担し、製造活動による損益はＢに帰属していたところ、その製造

活動を支える製造設備の確保・更新はＢが主体的に取り組んでおり、Ｉ工場の人事権もＢが

掌握していたのであるから、Ｂが実質的にＩ工場における製造行為を行っていたと認められ

る。 

(3) Ｂの主たる事業が製造業であること 

 (2)カの認定結果に加えて、ＢはＩ工場で製造した新製品を香港を通じて卸売する業務を行

っていたのであるから、製造業を営んでいたといえる。そして、Ｂの収入金額の８８．１％な

いし９６．５％がＩ工場で製造した製品の売上高であること（乙１９）からすれば、Ｂの主た

る事業も製造業であると認められる。 

４ 争点(4)（Ａ等が製造業である場合に、所在地国基準を満たすか。）について 

(1) 事業を主として行っている場所について 

 措置法施行令３９条の１７第５項３号にいう「主として」本店所在地国で行っている場合と

は、その事業の本質的要素の少なくとも大部分が本店所在地国でなされている必要があると解

される。そして、製造業の本質が、原材料等を加工して新たな製品を製造することにあること

に照らすと、製造業について「主として」本店所在地国で行っている場合とは、製造工場の少

なくとも大部分が本店所在地国にある必要があるというべきである。これに反する原告の主張

は採用できない。 

 本件において、本件各工場はいずれも中国広東省に所在しているから、Ａ等は製造業を主と

して中国広東省で行っているといえる。 

(2) 措置法施行令３９条の１７第５項３号の適用において、中国本土と香港は同一の国ないし

地域に当たるか。 

 本店所在地が香港であるＡ等は、製造業を主として中国本土で行っているから、Ａ等につい

て所在地国基準を満たすためには、香港と中国本土が同じ国又は地域に当たるといえる必要が

ある。 

 ところで、タックス・ヘイブン対策税制導入時の立法担当者は、主要なタックス・ヘイブン

として、英領ヴァージン諸島、英領チャネル諸島やオランダ領アンティールなどが存在するこ

とを把握していたのであって（乙１）、ある国の一部地域のみがタックス・ヘイブンに該当す

る場合があることを認識していたといえる。立法者は、このような認識を前提として措置法６

６条の６第１項、同条第４項で、単に「国」とするのではなく「国又は地域」と定め、さらに

同項を受けた政令として措置法施行令３９条の１７第５項３号、３９条の１４第２項１号でも

「国又は地域」という用語を使用しているのであるから、同一の国のうち一部地域のみについ

て税負担が軽い場合においては、措置法６６条の６第４項２号や措置法施行令３９条の１７第

５項３号の適用においては当該地域を基準に判断するのが相当である。これに反する原告の主

張はいずれも採用できない。 

 香港は、１９９７年（平成９年）７月１日に、英中共同声明に基づき中国に返還されたもの

の、同日発効した香港基本法により、返還前の社会・経済制度及び生活様式は５０年間維持さ

れ、高度の自治権を有する特別行政区として、行政権、立法権、独立した司法権を付与されて
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おり、いわゆる「一国二制度」の方針が適用されることとなった（乙３０）。税制面について

も、香港は、中国本土からは課税されず、各国と中国との間の租税条約も適用されず、中国税

務当局との間で二重課税防止に関する協定が締結されるなど、中国本土からは独立した法域を

形成している（乙２９ないし３１）。 

 そして、中国本土の企業所得税は原則３３％であるのに対し、香港の法人税（事業所得税）

の基本税率は１７．５％であり（乙２９）、香港は中国において税負担が軽い一部の地域に当

たるといえる。 

 以上の検討結果に照らすと、措置法６６条の６第４項２号、措置法施行令３９条の１７第５

項３号の適用において、中国本土と香港とは同一の国又は地域に当たるとはいえない。 

(3) 小括 

 したがって、香港に本店を置き、製造業を主たる事業とするＡ等は、主として、その本店所

在地と同一の地域ではない中国広東省において製造業を行っているから、所在地国基準を満た

さない。 

５ その他の原告の主張について 

 なお、原告は、タックス・ヘイブン対策税制の立法趣旨は租税回避の防止という点にあるから、

経済的合理性に従って国外で正常な事業活動を行っているＡ等の所得について、タックス・ヘイ

ブン対策税制の適用対象とするのは措置法の趣旨に反する旨を主張する。しかし、タックス・ヘ

イブン対策税制の適用除外要件は、単に国外で子会社が経済的合理性のある活動をしていれば足

りるというものではなく、主たる事業の種類ごとにその地で当該事業を営むことに経済的合理性

が認められる場合を具体化した要件に該当する限りにおいて、適用除外を認めるという趣旨のも

のである。そして、租税法においては、課税要件の明確性及び法的安定性を重視すべきであり、

みだりに規定の要件を離れて解釈すべきではないから、原告の上記主張を採用することはできな

い。 

６(1) 以上の検討結果によれば、本件では、措置法６６条の６第１項が適用され、原告に係る特

定外国子会社等であるＡ等の各事業年度における各課税対象留保金額を、原告の本件各事業年

度の各所得の計算上、各益金の額に算入すべきこととなるから、これにより各算出した原告の

各所得金額及び各納付すべき税額は、別紙「本件各更正処分等の計算根拠」の「第１ 本件各

更正処分の根拠」記載のとおりであると認められ（なお、原告もこの計算過程を積極的に争っ

ていない。）、これらの各金額及び各税額は本件各更正処分における原告の本件各事業年度の法

人税に係る各所得金額及び各納付すべき税額（別表１から６までの区分「原処分」の項目「所

得金額又は欠損金額」欄及び「差引納付すべき又は減少（－印）する法人税額」欄記載の各金

額）と同一であるから、本件各更正処分はいずれも適法である。 

(2) また、上記のとおり本件各更正処分は適法であるところ、本件各賦課決定処分において過

少申告加算税の対象とした各税額の計算の基礎となった各事実が本件各更正処分前における

各税額の計算の基礎とされなかったことについて国税通則法６５条４項に規定する正当な理

由があるとは認められないから、原告の本件各事業年度の法人税に係る各過少申告加算税の額

は、別紙「本件各更正処分等の計算根拠」の「第２ 本件各賦課決定処分の根拠」記載のとお

りであると認められ、いずれも本件各賦課決定処分における各過少申告加算税の額（別表１か

ら６までの区分「原処分」の項目「過少申告加算税の額」欄記載の各金額）と同一であるから、

本件各賦課決定処分もいずれも適法である。 
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７ よって、原告の請求はいずれも理由がないから棄却することとし、訴訟費用の負担につき行政

事件訴訟法７条、民事訴訟法６１条を適用して、主文のとおり判決する。 

 

大阪地方裁判所第７民事部 

裁判長裁判官 田中 健治 

   裁判官 尾河 吉久 

   裁判官 五十部 隆 
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（別紙） 

略語一覧表 

措置法６６条の６第１項 平成１４年８月期のうち同年７月３１日以前の期間につき平成１４年法律

第７９号による改正前の租税特別措置法６６条の６第１項 

 平成１４年８月期のうち同月１日以後の期間、平成１５年８月期、平成１

６年８月期、平成１７年８月期のうち同年３月３１日までの期間につき平

成１７年法律第２１号による改正前の租税特別措置法６６条の６第１項 

 平成１７年８月期のうち同年４月１日以後の期間及び平成１８年８月期の

うち同年３月３１日以前の期間につき平成１８年法律第１０号による改正

前の租税特別措置法６６条の６第１項 

 平成１８年８月期のうち同年４月１日以後同月３０日以前の期間につき平

成１９年法律第６号による改正前の租税特別措置法６６条の６第１項。た

だし、平成１８年法律第１０号の附則１条６号ハに掲げる部分を除く。 

 平成１８年８月期のうち同年５月１日以後の期間、平成１９年８月期のう

ち同年３月３１日までの期間につき平成１９年法律第６号による改正前の

租税特別措置法６６条の６第１項 

 平成１９年８月期のうち同年４月１日以後の期間につき平成２１年法律第

１３号による改正前の租税特別措置法６６条の６第１項 

措置法６６条の６第２項 平成１４年８月期のうち同年７月３１日以前の期間につき平成１４年法律

第７９号による改正前の租税特別措置法６６条の６第２項 

 平成１４年８月期のうち同月１日以後の期間、平成１５年８月期、平成１

６年８月期及び平成１７年８月期のうち平成１６年１２月２９日以前の期

間につき平成１６年法律第１４号による改正前の租税特別措置法６６条の

６第２項 

 平成１７年８月期のうち平成１６年１２月３０日以後平成１７年３月３１

日以前の期間につき平成１７年法律第２１号による改正前の租税特別措置

法６６条の６第２項 

 平成１７年８月期のうち平成１７年４月１日以後の期間及び平成１８年８

月期のうち同年３月３１日以前の期間につき平成１８年法律第１０号によ

る改正前の租税特別措置法６６条の６第２項 

 平成１８年８月期のうち同年４月１日以後の期間及び平成１９年８月期の

うち同年３月３１日の期間につき平成１９年法律第６号による改正前の租

税特別措置法６６条の６第２項 

 平成１９年８月期のうち同年４月１日以後の期間につき平成２１年法律第

１３号による改正前の租税特別措置法６６条の６第２項 

措置法６６条の６第３項 平成１７年８月期のうち同年４月１日以後の期間、平成１８年８月期及び

平成１９年８月期につき平成２１年法律第１３号による改正前の租税特別

措置法６６条の６第３項 

措置法６６条の６第４項 平成１４年８月期及び平成１５年８月期のうち同年３月３１日以前の期間

につき平成１５年法律第８号による改正前の租税特別措置法６６条の６第

３項 

 平成１５年８月期のうち同年４月１日以後の期間、平成１６年８月期、平

成１７年８月期のうち平成１６年１２月２９日以前の期間につき平成１６

年法律第１４号による改正前の租税特別措置法６６条の６第３項 

 平成１７年８月期のうち平成１６年１２月３０日以後平成１７年３月３１

日以前の期間につき平成１７年法律第２１号による改正前の租税特別措置

法６６条の６第３項 

 平成１７年８月期のうち同年４月１日以後の期間、平成１８年８月期及び

平成１９年８月期につき平成１９年法律第６号による改正前の租税特別措

置法６６条の６第４項 

措置法施行令３９条の１

４第１項 

平成２１年政令第１０８号による改正前の租税特別措置法施行令３９条の

１４第１項 
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措置法施行令３９条の１

７第２項 

平成１４年８月期のうち平成１４年７月３１日以前の期間につき平成１４

年政令第２７１号による改正前の租税特別措置法施行令３９条の１７第２

項 

 平成１４年８月期のうち同月１日以後の期間、平成１５年８月期のうち同

年３月３１日以前の期間につき平成１５年政令第１３９号による改正前の

租税特別措置法施行令３９条の１７第２項 

 平成１５年８月期のうち同年４月１日以後の期間、平成１６年８月期及び

平成１７年８月期のうち平成１６年１２月２９日以前の期間につき平成１

６年政令第１０５号による改正前の租税特別措置法施行令３９条の１７第

２項 

 平成１７年８月期のうち平成１６年１２月３０日以後平成１７年３月３１

日以前の期間につき平成１７年政令第１０３号による改正前の租税特別措

置法施行令３９条の１７第２項 

 平成１７年８月期のうち同年４月１日以後の期間、平成１８年８月期、平

成１９年８月期につき平成１９年政令第９２号による改正前の租税特別措

置法施行令３９条の１７第２項 

措置法施行令３９条の１

７第５項 

平成１４年８月期ないし平成１６年８月期、平成１７年８月期のうち同年

３月３１日以前の期間につき平成１７年政令第１０３号による改正前の租

税特別措置法施行令３９条の１７第５項 

 平成１７年８月期のうち同年４月１日以後の期間、平成１８年８月期及び

平成１９年８月期につき平成２０年政令第１６１号による改正前の租税特

別措置法施行令３９条の１７第５項 
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（別紙） 

本件各更正処分等の計算根拠 

第１ 本件各更正処分の根拠 

１ 平成１４年８月期 

(1) 所得金額（別表１「原処分（更正処分等）」の「所得金額又は欠損金額」欄） 

 １億２６１０万２２８９円 

 上記金額は、後記アの金額に後記イの金額を加算した金額である。 

ア 確定申告における欠損金額（別表１「確定申告」の「所得金額又は欠損金額」欄） 

 －１０１０万４１３６円 

 上記金額は、原告の平成１４年８月期の法人税の確定申告書に記載された欠損金額である。 

イ 特定外国子会社等に係る課税対象留保金額の益金算入額 １億３６２０万６４２５円 

 上記金額は、Ａ等が特定外国子会社に該当するため、原告の収益の額とみなして平成１４年

８月期の益金の額に算入すべき、課税対象留保金額に相当する金額である。なお、課税対象留

保金額は、Ａが１億１４０２万８９６１円、Ｂが２２１７万７４６４円である。 

(2) 法人税額（別表１「原処分（更正処分等）」の「法人税額」欄） ３７１９万０６００円 

 上記金額は、法人税法（平成１８年法律第１０号による改正前のもの。以下５までについて同

じ。）６６条１項及び２項並びに経済社会の変化等に対応して早急に講ずべき所得税及び法人税

の負担軽減措置に関する法律（平成１８年法律第１０号による廃止前のもの。以下「負担軽減法」

という。）１６条１項の規定により、前記(1)の所得金額１億２６１０万２０００円（ただし、国

税通則法１１８条１項の規定により１０００円未満の端数を切り捨てたもの。以下同条項の摘示

は省略する。）のうち、８００万円以下の金額について１００分の２２の税率を乗じて計算した

１７６万円と、８００万円を超える金額について１００分の３０の税率を乗じて計算した３５４

３万０６００円との合計額である。 

(3) 控除所得税額（別表１「原処分（更正処分等）」の「控除所得税額等」欄） 

 ２１万８１７３円 

 上記金額は、原告の平成１４年８月期の法人税の確定申告書の「所得税額等の還付金額」欄に

記載された金額と同額である。 

(4) 差引所得に対する法人税額（別表１「原処分（更正処分等）」の「差引所得に対する法人税額」

欄） ３６９７万２４００円 

 上記金額は、前記(2)の法人税額３７１９万０６００円から、前記(3)の控除所得税額２１万８

１７３円を差し引いた金額（ただし、国税通則法１１９条１項の規定により１００円未満の端数

を切り捨てた後のもの。以下同条項の摘示は省略する。）である。 

(5) 差引納付すべき法人税額（別表１「原処分（更正処分等）」の「差引納付すべき又は減少（－

印）する法人税額」欄） ３７１９万０５００円 

 上記金額は、前記(4)の差引所得に対する法人税額３６９７万２４００円に原告の平成１４年

８月期の法人税の確定申告書の「所得税額等の還付金額」欄に記載された金額２１万８１７３円

を加算し、１００円未満の端数を切り捨てた金額である。 

２ 平成１５年８月期 

(1) 所得金額（別表２「原処分（更正処分等）」の「所得金額又は欠損金額」欄） 

 １億１３９３万７２８７円 
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 上記金額は、後記アの金額に後記イ及びウの金額を加算し、後記エの金額を差し引いた金額で

ある。 

ア 確定申告における所得金額（別表２「確定申告」の「所得金額又は欠損金額」欄） 

 ６４万６５６９円 

 上記金額は、原告の平成１５年８月期の法人税の確定申告書に記載された所得金額である。 

イ 特定外国子会社等に係る課税対象留保金額の益金算入額 １億１５２９万２２８２円 

 上記金額は、Ｂが特定外国子会社に該当するため、原告の収益の額とみなして平成１５年８

月期の益金の額に算入すべき、課税対象留保金額に相当する金額である。 

ウ 繰越欠損金の損金算入の過大額 １０１０万４１３６円 

 上記金額は、平成１４年８月期更正処分に伴い、平成１４年８月期から繰り越した欠損金額

の減少額である。 

エ 事業税の損金算入額 １２１０万５７００円 

 上記金額は、平成１４年８月期更正処分に伴い納付することとなる事業税の金額である。 

(2) 法人税額（別表２「原処分（更正処分等）」の「法人税額」欄） ３３５４万１１００円 

 上記金額は、法人税法６６条１項及び２項並びに負担軽減法１６条１項の規定により、前記(1)

の所得金額から１０００円未満の端数を切り捨てた１億１３９３万７０００円のうち、８００万

円以下の金額について１００分の２２の税率を乗じて計算した１７６万円と、８００万円を超え

る金額について１００分の３０の税率を乗じて計算した３１７８万１１００円との合計額であ

る。 

(3) 控除所得税額（別表２「原処分（更正処分等）」の「控除所得税額等」欄） 

 ２万６９７９円 

 上記金額は、原告の平成１５年８月期の法人税の確定申告書の「所得税額等の還付金額」欄に

記載された金額と同額である。 

(4) 差引所得に対する法人税額（別表２「原処分（更正処分等）」の「差引所得に対する法人税額」

欄） ３３５１万４１００円 

 上記金額は、前記(2)の法人税額３３５４万１１００円から、前記(3)の控除所得税額２万６９

７９円を差し引き、１００円未満の端数を切り捨てた金額である。 

(5) 差引納付すべき法人税額（別表２「原処分（更正処分等）」の「差引納付すべき又は減少（－

印）する法人税額」欄 ３３３９万９０００円 

 上記金額は、前記(4)の差引所得に対する法人税額３３５１万４１００円から原告の平成１５

年８月期の法人税の確定申告書の「差引所得に対する法人税額」欄に記載された金額１１万５１

００円を差し引いた金額である。 

３ 平成１６年８月期 

(1) 所得金額（別表３「原処分（更正処分等）」の「所得金額又は欠損金額」欄） 

 ２億７０１９万５９９２円 

 上記金額は、後記アの金額に後記イの金額を加算し、後記ウの金額を差し引いた金額である。 

ア 確定申告における欠損金額（別表３「確定申告」の「所得金額又は欠損金額」欄） 

 －５０９９万７１１９円 

 上記金額は、原告の平成１６年８月期の法人税の確定申告書に記載された欠損金額である。 

イ 特定外国子会社等に係る課税対象留保金額の益金算入額 ３億３２０６万９１１１円 
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 上記金額は、Ａ等が特定外国子会社に該当するため、原告の収益の額とみなして平成１６年

８月期の益金の額に算入すべき、課税対象留保金額に相当する金額である。なお、課税対象留

保金額は、Ａが２億９３５０万９８５０円、Ｂが３８５５万９２６１円である。 

ウ 事業税の損金算入額 １０８７万６０００円 

 上記金額は、平成１５年８月期更正処分に伴い納付することとなる事業税の金額である。 

(2) 法人税額（別表３「原処分（更正処分等）」の「法人税額」欄） ８０４１万８５００円 

 上記金額は、法人税法６６条１項及び２項並びに負担軽減法１６条１項の規定により、前記(1)

の所得金額から１０００円未満の端数を切り捨てた２億７０９１万５０００円のうち、８００万

円以下の金額について１００分の２２の税率を乗じて計算した１７６万円と、８００万円を超え

る金額について１００分の３０の税率を乗じて計算した７８６５万８５００円との合計額であ

る。 

(3) 控除所得税額（別表３「原処分（更正処分等）」の「控除所得税額等」欄） 

 ２万４９６５円 

 上記金額は、原告の平成１６年８月期の法人税の確定申告書の「所得税額等の還付金額」欄に

記載された金額と同額である。 

(4) 差引所得に対する法人税額（別表３「原処分（更正処分等）」の「差引所得に対する法人税額」

欄） ８０３９万３５００円 

 上記金額は、前記(2)の法人税額８０４１万８５００円から、前記(3)の控除所得税額２万４９

６５円を差し引き、１００円未満の端数を切り捨てた金額である。 

(5) 差引納付すべき法人税額（別表３「原処分（更正処分等）」の「差引納付すべき又は減少（－

印）する法人税額」欄） ８０４１万８４００円 

 上記金額は、前記(4)の差引所得に対する法人税額８０３９万３５００円に原告の平成１６年

８月期の法人税の確定申告書の「所得税額等の還付金額」欄に記載された金額２万４９６５円を

加算し、１００円未満の端数を切り捨てた金額である。 

４ 平成１７年８月期 

(1) 所得金額（別表４「原処分（更正処分等）」の「所得金額又は欠損金額」欄） 

 １億７７６２万７３５７円 

 上記金額は、後記アの金額に後記イの金額を加算した金額である。 

ア 確定申告における欠損金額（別表４「確定申告」の「所得金額又は欠損金額」欄） 

 －５４０７万９５７４円 

 上記金額は、原告の平成１７年８月期の法人税の確定申告書に記載された欠損金額である。 

イ 特定外国子会社等に係る課税対象留保金額の益金算入額 

 ２億３１７０万６９３１円 

 上記金額は、Ａ等が特定外国子会社に該当するため、原告の収益の額とみなして平成１７年

８月期の益金の額に算入すべき、課税対象留保金額に相当する金額である。なお、課税対象留

保金額は、Ａが１億９４００万８７６０円、Ｂが３７６９万８１７１円である。 

(2) 法人税額（別表４「原処分（更正処分等）」の「法人税額」欄） ５２６４万８１００円 

 上記金額は、法人税法６６条１項及び２項並びに負担軽減法１６条１項の規定により、前記(1)

の所得金額から１０００円未満の端数を切り捨てた１億７７６２万７０００円のうち、８００万

円以下の金額について１００分の２２の税率を乗じて計算した１７６万円と、８００万円を超え
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る金額について１００分の３０の税率を乗じて計算した５０８８万８１００円との合計額であ

る。 

(3) 控除所得税額（別表４「原処分（更正処分等）」の「控除所得税額等」欄） 

 ３万５９９５円 

 上記金額は、原告の平成１７年８月期の法人税の確定申告書の「所得税額等の還付金額」欄に

記載された金額と同額である。 

(4) 差引所得に対する法人税額（別表４「原処分（更正処分等）」の「差引所得に対する法人税額」

欄） ５２６１万２１００円 

 上記金額は、前記(2)の法人税額５２６４万８１００円から、前記(3)の控除所得税額３万５９

９５円を差し引き、１００円未満の端数を切り捨てた金額である。 

(5) 差引納付すべき法人税額（別表４「原処分（更正処分等）」の「差引納付すべき又は減少（－

印）する法人税額」欄） ５２６４万８０００円 

 上記金額は、前記(4)の差引所得に対する法人税額５２６１万２１００円に原告の平成１７年

８月期の法人税の確定申告書の「所得税額等の還付金額」欄に記載された金額３万５９９５円を

加算し、１００円未満の端数を切り捨てた金額である。 

５ 平成１８年８月期 

(1) 所得金額（別表５「原処分（更正処分等）」の「所得金額又は欠損金額」欄） 

 ４２９８万０８７７円 

 上記金額は、後記アの金額に後記イの金額を加算し、後記ウの金額を差し引いた金額である。 

ア 確定申告における欠損金額（別表５「確定申告」の「所得金額又は欠損金額」欄） 

 －５４３３万１９６２円 

 上記金額は、原告の平成１８年８月期の法人税の確定申告書に記載された欠損金額である。 

イ 特定外国子会社等に係る課税対象留保金額の益金算入額 １億１４０８万８９３９円 

 上記金額は、Ａ等が特定外国子会社に該当するため、原告の収益の額とみなして平成１８年

８月期の益金の額に算入すべき、課税対象留保金額に相当する金額である。なお、課税対象留

保金額は、Ａが７８３８万７９４５円、Ｂが３５７０万０９９４円である。 

ウ 事業税の損金算入額 １６７７万６１００円 

 上記金額は、平成１７年８月期更正処分に伴い納付することとなる事業税の金額である。 

(2) 法人税額（別表５「原処分（更正処分等）」の「法人税額」欄） １２２５万４０００円 

 上記金額は、法人税法６６条１項及び２項並びに負担軽減法１６条１項の規定により、前記(1)

の所得金額から１０００円未満の端数を切り捨てた４２９８万円のうち、８００万円以下の金額

について１００分の２２の税率を乗じて計算した１７６万円と、８００万円を超える金額につい

て１００分の３０の税率を乗じて計算した１０４９万４０００円との合計額である。 

(3) 控除所得税額（別表５「原処分（更正処分等）」の「控除所得税額等」欄） 

 ４万６２５３円 

 上記金額は、原告の平成１８年８月期の法人税の確定申告書の「所得税額等の還付金額」欄に

記載された金額と同額である。 

(4) 差引所得に対する法人税額（別表５「原処分（更正処分等）」の「差引所得に対する法人税額」

欄） １２２０万７７００円 

 上記金額は、前記(2)の法人税額１２２５万４０００円から、前記(3)の控除所得税額４万６２
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５３円を差し引き、１００円未満の端数を切り捨てた金額である。 

(5) 差引納付すべき法人税額（別表５「原処分（更正処分等）」の「差引納付すべき又は減少（－

印）する法人税額」欄） １２２５万３９００円 

 上記金額は、前記(4)の差引所得に対する法人税額１２２０万７７００円に原告の平成１８年

８月期の法人税の確定申告書の「所得税額等の還付金額」欄に記載された金額４万６２５３円を

加算し、１００円未満の端数を切り捨てた金額である。 

６ 平成１９年８月期 

(1) 所得金額（別表６「原処分（更正処分等）」の「所得金額又は欠損金額」欄） 

 ３７９９万７０６０円 

 上記金額は、後記アの金額に後記イ及びウの金額を加算し、後記エの金額を差し引いた金額で

ある。 

ア 確定申告における欠損金額（別表６「確定申告」の「所得金額又は欠損金額」欄） ０円 

 上記金額は、原告の平成１９年８月期の法人税の確定申告書に記載された所得金額である。 

イ 特定外国子会社等に係る課税対象留保金額の益金算入額 ２６３８万６３１４円 

 上記金額は、Ｂが特定外国子会社に該当するため、原告の収益の額とみなして平成１９年８

月期の益金の額に算入すべき、課税対象留保金額に相当する金額である。 

ウ 繰越欠損金の損金算入額の過大額 １５４６万０７４６円 

 上記金額は、平成１７年８月期更正処分及び平成１８年８月期更正処分に伴い、平成１８年

８月期から繰り越した欠損金額の減少額である。 

エ 事業税の損金算入額 ３８５万円 

 上記金額は、平成１８年８月期更正処分に伴い納付することとなる事業税の金額である。 

(2) 法人税額（別表６「原処分（更正処分等）」の「法人税額」欄） １０７５万９１００円 

 上記金額は、法人税法（平成２０年法律第２３号による改正前のもの）６６条１項及び２項に

より、前記(1)の所得金額から１０００円未満の端数を切り捨てた３７９９万７０００円のうち、

８００万円以下の金額について１００分の２２の税率を乗じて計算した１７６万円と、８００万

円を超える金額について１００分の３０の税率を乗じて計算した８９９万９１００円との合計

額である。 

(3) 控除所得税額（別表６「原処分（更正処分等）」の「控除所得税額等」欄） 

 ８万０２８７円 

 上記金額は、原告の平成１９年８月期の法人税の確定申告書の「所得税額等の還付金額」欄に

記載された金額と同額である。 

(4) 差引所得に対する法人税額（別表６「原処分（更正処分等）」の「差引所得に対する法人税額」

欄） １０６７万８８００円 

 上記金額は、前記(2)の法人税額１０７５万９１００円から、前記(3)の控除所得税額８万０２

８７円を差し引き、１００円未満の端数を切り捨てた金額である。 

(5) 差引納付すべき法人税額（別表６「原処分（更正処分等）」の「差引納付すべき又は減少（－

印）する法人税額」欄） １０７５万９０００円 

 上記金額は、前記(4)の差引所得に対する法人税額１０６７万８８００円に原告の平成１９年

８月期の法人税の確定申告書の「所得税額等の還付金額」欄に記載された金額８万０２８７円を

加算し、１００円未満の端数を切り捨てた金額である。 
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第２ 本件各賦課決定処分の根拠 

１ 平成１４年８月期 ５５５万３５００円 

 上記金額は、後記(1)の金額に後記(2)の金額を加算した金額である。 

(1) 国税通則法（平成１８年法律第１０号による改正前のもの。以下５までにつき同じ。）６５条

１項の規定に基づく金額 ３７１万９０００円 

 上記金額は、平成１４年８月期更正処分により原告が新たに納付すべきこととなった税額３７

１９万円（ただし、国税通則法１１８条３項の規定により１万円未満の端数を切り捨てた後のも

の。以下同条項の摘示を省略する。）に１００分の１０の割合を乗じて計算した金額である。 

(2) 国税通則法６５条２項の規定に基づく金額 １８３万４５００円 

 上記金額は、平成１４年８月期更正処分により新たに納付すべき税額３７１９万０５００円か

ら５０万円を控除し、１万円未満の端数を切り捨てた３６６９万円に１００分の５の割合を乗じ

て計算した金額である。 

２ 平成１５年８月期 ４９８万３５００円 

 上記金額は、後記(1)の金額に後記(2)の金額を加算した金額である。 

(1) 国税通則法６５条１項の規定に基づく金額 ３３３万９０００円 

 上記金額は、平成１５年８月期更正処分により原告が新たに納付すべきこととなった税額から

１万円未満の端数を切り捨てた３３３９万円に１００分の１０の割合を乗じて計算した金額で

ある。 

(2) 国税通則法６５条２項の規定に基づく金額 １６４万４５００円 

 上記金額は、平成１５年８月期更正処分により新たに納付すべき税額３３３９万９０００円か

ら５０万円を控除し、１万円未満の端数を切り捨てた３２８９万円に１００分の５の割合を乗じ

て計算した金額である。 

３ 平成１６年８月期 １２０３万６５００円 

 上記金額は、後記(1)の金額に後記(2)の金額を加算した金額である。 

(1) 国税通則法６５条１項の規定に基づく金額 ８０４万１０００円 

 上記金額は、平成１６年８月期更正処分により原告が新たに納付すべきこととなった税額から

１万円未満の端数を切り捨てた８０４１万円に１００分の１０の割合を乗じて計算した金額で

ある。 

(2) 国税通則法６５条２項の規定に基づく金額 ３９９万５５００円 

 上記金額は、平成１６年８月期更正処分により新たに納付すべき税額８０４１万８４００円か

ら５０万円を控除し、１万円未満の端数を切り捨てた７９９１万円に１００分の５の割合を乗じ

て計算した金額である。 

４ 平成１７年８月期 ７８７万１０００円 

 上記金額は、後記(1)の金額に後記(2)の金額を加算した金額である。 

(1) 国税通則法６５条１項の規定に基づく金額 ５２６万４０００円 

 上記金額は、平成１７年８月期更正処分により原告が新たに納付すべきこととなった税額から

１万円未満の端数を切り捨てた５２６４万円に１００分の１０の割合を乗じて計算した金額で

ある。 

(2) 国税通則法６５条２項の規定に基づく金額 ２６０万７０００円 

 上記金額は、平成１７年８月期更正処分により新たに納付すべき税額５２６４万８０００円か



42 

ら５０万円を控除し、１万円未満の端数を切り捨てた５２１４万円に１００分の５の割合を乗じ

て計算した金額である。 

５ 平成１８年８月期 １８１万２５００円 

 上記金額は、後記(1)の金額に後記(2)の金額を加算した金額である。 

(1) 国税通則法６５条１項の規定に基づく金額 １２２万５０００円 

 上記金額は、平成１８年８月期更正処分により原告が新たに納付すべきこととなった税額から

１万円未満の端数を切り捨てた１２２５万円に１００分の１０の割合を乗じて計算した金額で

ある。 

(2) 国税通則法６５条２項の規定に基づく金額 ５８万７５００円 

 上記金額は、平成１８年８月期更正処分により新たに納付すべき税額１２２５万３９００円か

ら５０万円を控除し、１万円未満の端数を切り捨てた１１７５万円に１００分の５の割合を乗じ

て計算した金額である。 

６ 平成１９年８月期 １５８万７５００円 

 上記金額は、後記(1)の金額に後記(2)の金額を加算した金額である。 

(1) 国税通則法６５条１項の規定に基づく金額 １０７万５０００円 

 上記金額は、平成１９年８月期更正処分により原告が新たに納付すべきこととなった税額から

１万円未満の端数を切り捨てた１０７５万円に１００分の１０の割合を乗じて計算した金額で

ある。 

(2) 国税通則法６５条２項の規定に基づく金額 ５１万２５００円 

 上記金額は、平成１９年８月期更正処分により新たに納付すべき税額１０７５万９０００円か

ら５０万円を控除し、１万円未満の端数を切り捨てた１０２５万円に１００分の５の割合を乗じ

て計算した金額である。 
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別表１（平成１４年８月期） 

区分

 

項目 

確定申告 
原処分 

（更正処分等） 

年月日  平成17年10月24日 

所得金額又は欠損金額 -10,104,136 126,102,289

法人税額 0 37,190,600

控除所得税額等 0 218,173

差引所得に対する法人税額 36,972,400

還付所得税額等 218,173

差引合計税額 -218,173 36,972,400

既に納付の確定した法人税額 0 -218,173

差引納付すべき 

又は減少（－印）する法人税額 -218,173 37,190,500

過少申告加算税の額 - 5,553,500
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別表２（平成１５年８月期） 

区分

 

項目 

確定申告 
原処分 

（更正処分等） 

年月日  平成17年10月24日 

所得金額又は欠損金額 646,569 113,937,287

法人税額 142,120 33,541,100

控除所得税額等 26,979 26,979

差引所得に対する法人税額 115,100 33,514,100

差引合計税額 115,100 33,514,100

既に納付の確定した法人税額 0 115,100

差引納付すべき 

又は減少（－印）する法人税額 115,100 33,399,000

過少申告加算税の額 4,983,500
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別表３（平成１６年８月期） 

区分

 

項目 

確定申告 
原処分 

（更正処分等） 

年月日 平成17年10月24日 

所得金額又は欠損金額 -50,997,119 270,195,992

法人税額 0 80,418,500

控除所得税額等 0 24,965

差引所得に対する法人税額 80,393,500

還付所得税額等 24,965

差引合計税額 -24,965 80,393,500

既に納付の確定した法人税額 0 -24,965

差引納付すべき 

又は減少（－印）する法人税額 -24,965 80,418,400

過少申告加算税の額 - 12,036,500
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別表４（平成１７年８月期） 

区分

 

項目 

確定申告 
原処分 

（更正処分等） 

年月日  平成20年9月19日 

所得金額又は欠損金額 -54,079,574 177,627,357

法人税額 0 52,648,100

控除所得税額等 0 35,995

差引所得に対する法人税額 0 52,612,100

還付所得税額等 35,995 0

差引合計税額 -35,995 52,612,100

既に納付の確定した法人税額 0 -35,995

差引納付すべき 

又は減少（－印）する法人税額 -35,995 52,648,000

過少申告加算税の額 7,871,000
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別表５（平成１８年８月期） 

区分

 

項目 

確定申告 
原処分 

（更正処分等） 

年月日  平成20年9月19日 

所得金額又は欠損金額 -54,331,962 42,980,877

法人税額 0 12,254,000

控除所得税額等 0 46,253

差引所得に対する法人税額 0 12,207,700

差引合計税額 -46,253 12,207,700

既に納付の確定した法人税額 0 -46,253

差引納付すべき 

又は減少（－印）する法人税額 -46,253 12,253,900

過少申告加算税の額 1,812,500
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別表６（平成１９年８月期） 

区分

 

項目 

確定申告 
原処分 

（更正処分等） 

年月日  平成20年9月19日 

所得金額又は欠損金額 0 37,997,060

法人税額 0 10,759,100

控除所得税額等 0 80,287

差引所得に対する法人税額 0 10,678,800

還付所得税額等 80,287 0

差引合計税額 -80,287 10,678,800

既に納付の確定した法人税額 -80,287 -80,287

差引納付すべき 

又は減少（－印）する法人税額 0 10,759,000

過少申告加算税の額 1,587,500

 


